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１ 評価対象法人の概要 

（１） 法人名等 公立大学法人山形県立保健医療大学  理事長 上月 正博（令和４年４月１日就任） 

  山形県山形市上柳260番地 

（２） 設立年月日 平成21年４月１日 

（３） 設立団体 山形県 

（４） 出資金の総額 2,941,881,000円 （令和７年４月１日時点） 

（５） 中期目標の期間 令和３年度から令和８年度まで（６年間） 

（６） 目的及び業務   

 ア 目 的   

 地方独立行政法人法に基づき、大学を設置し、及び管理することにより、幅広い教養と豊かな知識と技術を持ち、専門職としての理

念に基づき行動できる人材を育成するとともに、地域に開かれた大学として保健医療に関する教育、研究の成果を地域に還元し、もっ

て県民の健康及び福祉の向上に寄与することを目的とする。 

 イ 業 務 

（ア） 大学を設置し、これを運営すること。 

（イ） 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

（ウ） 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携による教育研究活動を行

うこと。 

（エ） 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

（オ） 大学における教育研究の成果の普及及び活用を通じ、地域社会に貢献すること。 

（カ） 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

２ 評価の実施根拠法 

   地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第78条の２第１項 

 

３ 評価の対象 

   中期目標の期間終了時における公立大学法人山形県立保健医療大学の業務実績の見込みの状況 
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４ 評価の趣旨及び評価者 

（１） 評価の趣旨 

 地方独立行政法人法の規定に基づき、山形県公立大学法人が、個性と特色のある大学運営を行い、学生にとって魅力ある大学とし

てその存在価値を高めていくため、教育の質の向上や業務の効率化等について自主的・継続的な見直し及び改善を促すことを目的に

山形県公立大学法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）が業務の実績評価を行う。 

（２） 評価委員会  

  氏  名 役  職  等  

 
委員長 出 口    毅 国立大学法人山形大学 理事(兼)副学長 

 

 
委員長代理 橋 爪 英 二 一般社団法人山形県医師会 副会長 

 

 
委    員 青 木 夏 実 公立置賜総合病院 管理栄養士 

 

 
委    員 佐 藤 亜 実 東北文教大学 常勤講師 

 

 
委    員 佐 藤 まり子 元山形県立荒砥高等学校 校長 

 

 
委    員 永 瀬    智 国立大学法人山形大学 医学部長 

 

 
委    員 中 村 明 子 株式会社東北萬国社 代表取締役社長 

 

 
委    員 前 田 律 子 前田律子税理士事務所 税理士 
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５ 評価基準 

山形県公立大学法人中期目標期間見込み評価実施要領 

第１ 趣旨 

地方独立行政法人法第 78 条の２第１項の規定に基づき、山形県公立大学法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）が行う公立大学法人

（以下「法人」という。）の中期目標の期間における業務の実績に関する見込み評価（以下「中期目標期間見込み評価」という。）を適切に行うため、

評価の実施に関し必要な事項を定める。 

 

第２ 評価の基本的な考え方 

１ 法人が適正かつ効率的に運営されるよう、法人の業務運営の改善・向上に資する観点から評価を行うものとする。 

２ 法人の業務が自主的・効果的に実施されるよう、より魅力ある大学とするための特色ある取組や工夫に対し積極的に評価を行うものとする。 

３ 法人運営の透明性の確保に資するよう、法人の中期目標・中期計画の達成状況の見込みを明確に示すものとする。 

４ 見込み評価の実施については、次期中期計画の策定、法人の組織・業務見直し及び予算要求等に反映させることを目的とする。 

 

第３ 中期目標期間見込み評価の実施方法 

評価委員会は、法人による自己評価を踏まえ「項目別評価」及び「全体評価」による評価を行う。 

 

１ 法人による自己評価 

法人は、中期目標期間見込み業務実績報告書において、当該中期目標期間における業務の実績の見込みに基づき次の方法により自己評価を

行う。 

（１）小項目別評価 

法人は、中期目標の記載事項（以下「小項目」という。）ごとに、当該中期目標の期間における中期計画の業務の実績の見込みを明らかにすると

ともに、中期目標の第２から第６までの小項目について、その達成状況の見込みを次の４段階により自己評価し、その評価理由を明らかにする。 

Ｓ：中期目標を上回って達成する見込みである。 

Ａ：中期目標を十分に達成する見込みである。 

Ｂ：中期目標を十分には達成する見込みがない。 

Ｃ：中期目標を達成する見込みがない。 
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（２）大項目別評価 

法人は、小項目別評価の結果を踏まえ、中期目標の第２から第６までの大項目ごとに、当該中期目標の期間における中期目標の達成状況の見

込みについて、記述式により自己評価を行う。ただし、教育研究に関する項目の自己評価に当たっては、認証評価機関の評価結果も踏まえるもの

とする。 

 

（３）全体評価 

法人は、大項目別評価の結果を踏まえ、当該中期目標の期間における業務の実績の見込みの全体について、記述式により総合的な自己評価

を行う。 

 

２ 評価委員会による評価 

（１）調査・分析 

評価委員会は、法人から提出された中期目標期間見込み業務実績報告書を基に、法人から聴取等を行うことにより、業務の実績について調

査・分析を行う。法人による自己評価と評価委員会の判断が異なる場合は、その理由等を示す。 

（２）項目別評価（大項目別評価） 

評価委員会は、調査・分析の結果を踏まえ、中期目標の第２から第６までの項目ごとに、中期目標の達成状況の見込みについて５段階評価を

行うとともに、その評価理由を明らかにする。 

５：中期目標の達成において特筆すべき状況となる見込みである。 

４：中期目標を達成する見込みである。 

３：中期目標をおおむね達成する見込みである。 

２：中期目標の達成が不十分となる見込みである。 

１：中期目標を達成する見込みがなく、重大な改善事項がある。 

なお、第２の大学の教育研究等の質の向上に関する事項については、その特性に配慮し、専門的な観点からの評価は行わず、事業の外形的な

進捗状況の評価を行う。 

【評価の目安】 

５段階評価を行うにあたっては、次の基準を目安として法人を取り巻く諸事情を勘案し総合的に判断する。 

「５」と評価する場合 

・小項目別評価がすべてＳ又はＡであり、かつ、中期目標の達成において特筆すべき状況となる見込みであると評価委員会が特に認める場合 

「４」と評価する場合 

・小項目別評価がすべてＳ又はＡの場合 
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「３」と評価する場合 

・小項目別評価におけるＳ又はＡの割合が９割以上の場合 

「２」と評価する場合 

・小項目別評価におけるＳ又はＡの割合が９割に満たない場合 

「１」と評価する場合 

・中期目標を達成する見込みがなく、重大な改善事項があると評価委員会が特に認める場合 

（３）全体評価 

評価委員会は、項目別評価の結果を踏まえ、当該中期目標の期間における業務実績の見込みの全体について、記述式により総合的な評価を

行う。 

また、必要がある場合は、法人に対する業務運営の改善その他の勧告事項を記載する。 

 

第４ 評価結果の公表 

評価の結果は、法人への通知及び設立団体の長への報告を行なうとともに、県のホームページへの掲載により公表する。 

 

第５ その他 

この要領に定めるもののほか、評価の実施に関して必要な事項は、評価委員会が別に定める。 
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６ 評価結果 

（１） 全体評価 
 

  全体として、中期目標に定めた実施項目は、中間評価時点において、達成が見込まれる。 

  今回評価した小項目35項目中、中期目標を上回って達成する見込みである（Ｓ評価）項目が３項目（8.6％）、中期目標を十分に達成す

る見込みである（Ａ評価）項目が32項目（91.4％）と、すべての項目でＳ評価もしくはＡ評価であり、一定の成果が得られている。（中

期目標を十分には達成する見込みがない（Ｂ評価）項目及び中期目標を達成する見込みがない（Ｃ評価）項目はともに０項目である。） 
 

  大学の教育研究等の質の向上については、きめ細かな就職・学習支援を行うことによる、高い就職率と全国平均を上回る国家試験合格

率を実現している点、医師、看護師免許を有する教員による新型コロナワクチンの大規模接種等への協力やコロナ禍で業務がひっ迫する

保健所への応援など、地域課題の解決に大きく貢献している点、また、国際交流を推進している点などが評価できる。 

  業務運営の改善及び効率化については、教務事務システムや勤怠管理システムを導入するなど、効率化、簡素化に取り組んでいる点な

どが評価できる。 

  財務の内容の改善については、教育・研究、学生支援等を目的とした大学基金を新たに造成し、寄付金を受け入れている点などが評価

できる。 

  自己点検、評価及び情報の提供については、大学公式ＳＮＳを活用し、研究活動、学生活動等の積極的な発信を行っている点などが評

価できる。 

  その他の業務運営については、大規模災害発生時に備え、安否確認システムの模擬訓練を通し、学生の防災意識向上に努めている点な

どが評価できる。 

 

（２） 業務運営の改善その他勧告事項 
 

  特に改善勧告を要する事項はない。 
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（３） 項目別評価（大項目別評価） 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 評価 ４ 中期目標を達成する見込みである。 

（評価理由等） 

  教育については、きめ細かな就職・学習支援を行うことにより、高い就職率と全国平均を上回る国家試験合格率を実現している。ま

た、教育指導に使用する施設・設備・機器の計画的な整備を行うとともに、Wi-Fiスポットの拡大やWEB会議システムを導入するなど、

ICTツールの活用ができる環境を整えている。 

  研究については、研究成果のウェブサイトへの掲載や業績集の発行を行うなど、外部からの評価を受けることができる環境の整備に

取り組んでいる。 

  地域貢献については、医師、看護師免許を有する教員による新型コロナワクチンの大規模接種、職域接種への協力、コロナ禍で業務

がひっ迫する村山保健所及び山形市保健所への応援など大学が有する資源を活用し、地域課題の解決に大きく貢献した。また、看護実

践研究センターの取組みである「地元ナース事業」の内容を見直したことに加え、履修証明プログラムとして再編することで大学院の

単位を授与することを可能とした。 

  国際交流については、新たに３校と国際交流協定を締結するなど、専門分野の知識だけでなく、国際的な視野や視点に基づく考え方、

多様性について学び、国際感覚を身につける環境の整備を推進した。 

  すべての小項目別評価がＡ以上であり、中期目標を十分に達成する見込みであると認められる。 

 

 

小項目評価集計表（第２） 
 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 3 18 ０ ０ 21 

構成割合 14.3％ 85.7％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 
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第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 評価 ４ 中期目標を達成する見込みである。 

（評価理由等） 

  運営体制・教育研究組織の改善については、理事及び審議会への学外有識者の登用により、透明性の高い運営を行っている。 

  事務の効率化、合理化については、教務事務システムや勤怠管理システムを導入するなど、効率化、簡素化に取り組んでいる。 

  その他、教育研究組織の改善、人事の適正化に関する小項目別評価もすべてＡであり、中期目標を十分に達成する見込みであると認めら

れる。 

 

小項目評価集計表（第３） 
 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 0 4 0 0 4 

構成割合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標 評価 ４ 中期目標を達成する見込みである。 

（評価理由等） 

  自己収入の確保については、教育・研究、学生支援等を目的とした大学基金を新たに造成し、寄付金を受け入れた。 

  その他、経費の効率化、資産の運用管理の改善に関する小項目別評価もすべてＡであり、中期目標を十分に達成する見込みであると認め

られる。 

 

小項目評価集計表（第４） 
 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 0 3 0 0 3 

構成割合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 
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第５ 自己点検、評価及び情報の提供に関する目標 評価 ４ 中期目標を達成する見込みである。 

（評価理由等） 

  情報発信の推進については、オープンキャンパス等の多様な機会を通じて情報発信に努めている。また、大学公式ＳＮＳを活用し、研究

活動、学生活動等の積極的な発信を行っている。 

  その他、評価の充実、情報公開の推進に関する小項目別評価もすべてＡ以上であり、中期目標を十分に達成する見込みであると認められ

る。 

 

小項目評価集計表（第５） 
 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 0 3 0 0 3 

構成割合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

 

第６ その他の業務運営に関する目標 評価 ４ 中期目標を達成する見込みである。 

（評価理由等） 

 安全管理については、大規模災害発生時に備え、安否確認システムの模擬訓練を通し、学生の防災意識向上に努めている。また、学

内の情報ネットワークの適切な管理により、情報資産のセキュリティを確保している。 

 その他、人権、法令遵守、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に関する小項目別評価もすべてＡ以上であり、中期目標を十分に達成す

る見込みであると認められる。 

 

小項目評価集計表（第６） 
 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 0 4 0 0 4 

構成割合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 
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公立大学法人 山形県立保健医療大学 

中期目標期間見込み業務実績 に関する評価 （項目別評価 シート） 

（令和３年度～令和８年度） 

 
 



第２　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

1　教育に関する目標を達成するための措置

（１）　教育の内容

①　養成すべき人材

ア　学部教育

・ディプロマ・ポリシーに示す資質や能力の
修得状況を把握するため、卒業生を対象に
「学修成果アンケート」を実施し、ディプロ
マ・ポリシーが概ね達成できていることを確
認した。

・令和５年度に「成績評価ガイドライン」を
策定し、統一した指針のもとで学生の成績評
価を適切に行った。
・令和６年度前期試験から、学生が成績に対
して確認及び不服申し立てを行う手続きの運
用を開始した。

・設定した講義訪問週間に教員相互の授業評
価を実施し、授業の質の向上を図った。ま
た、FD・SD研修会を開催し、教育能力の向上
を図った。

医療の高度化、専門化や高齢化、少子化の進展に伴う保健・医療・福祉ニーズの多様化、新興感染症の流行による生活様式の変化など、社会や環境の変化に的確に対応した教育を推進する。 

　各学科のディプロマ・ポリシー（学位授与方針）及びカリキュラム・ポリ
シー（教育課程編成・実施の方針）に基づき編成されたカリキュラムにより、
幅広い教養と専門知識、技術と能力を身につけ、地域において、保健・医療・
福祉の向上に貢献できる優れた人材を育成する。

（ウ） 学生への授業評価ア
ンケートや教員相互による授
業評価を活用し、授業の質の
向上を図るとともに、体系的
なＦＤ（ファカルティ・ディ
ベロップメント）の実施によ
り教育能力の向上を図る。
　※ＦＤ（Faculty
Development）：教員が授業
内容・方法を改善し、向上さ
せるための組織的な取組

（イ）学生の成績評価や単位
認定、進級及び卒業判定を公
正かつ適正に行うとともに、
判定基準が常に適切なものと
なるよう必要に応じて見直し
を行う。

（ア）ディプロマ・ポリシー
に示す資質や能力の修得状況
や健康・保健医療を取り巻く
状況等を踏まえ、教育課程や
教育方法の不断の見直しを行
う。

第３期中期目標

A　ディプロマ・
ポリシー（学位
授与方針）に示
す基準を満た
し、自律的・自
主的に学び、地
域の保健・医
療・福祉の分野
で活躍できる人
材を育成する。

第３期中期計画

1A　３学科合同科目である
「チーム医療論」を通し
て、多職種連携を実践で
きる人材の育成を図ると
ともに、教員相互の授業
評価やFD・SD研修会によ
る教育能力の向上を図っ
ており、中期目標を十分
に達成する見込みであ
る。

－12－



業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

・３学科合同科目である「チーム医療論」を
開講し、多職種連携に関する専門基礎科目及
び基礎科目の内容の充実を図った。

イ　大学院教育

・ディプロマ・ポリシーに示す資質や能力の
修得状況を把握するため、修了生を対象にし
た「学修成果アンケート」を実施し、ディプ
ロマ・ポリシーが概ね達成できていることを
確認した。
・ＴＡの活用を進め、大学院生の教育能力と
研究能力の向上を図った。
・大学院生の論文投稿・学会参加を支援した
ほか、国際性を涵養するため、英文の文献の
使用や、国外の研究動向を踏まえた講義や研
究指導を行った。
※TA（Teaching Assistant）・・・大学の授
業やその準備を行う教員をサポートし、授業
の円滑化を図る補助業務

・高度な専門知識と研究能力を活用し、高度
専門職業人、教育者、研究者として、保健・
医療・福祉の向上に貢献できる人材を養成す
るため、学生に限らず、大学院生も参加でき
るテーマでのFD・SD研修会を開催した。

　保健・医療に係る高度な専門的知識と技術を有し、高い実践能力や研究開発
能力等をもって論理的な思考や科学的探索を通して、保健・医療・福祉の現場
で質の高い（看護）ケアを提供する高度実践看護師や教育機関で指導的役割を
果たす人材、行政・研究機関等で施策の推進や課題解決に貢献する人材を育成
する。

（イ）ＩＣＴの活用などによ
り、社会人にも履修しやすい
学習環境を充実させる。

（ア）ディプロマ・ポリシー
に示す資質や能力の修得状況
や健康・保健医療を取り巻く
状況等に加え、様々な環境で
学ぶ大学院生の意見をも踏ま
え、教育課程や教育方法の見
直しを行う。

（エ）１学部３学科で構成さ
れる本学の特色を活かし、多
職種連携（チーム医療）を実
践できる人材を育成する。

　ディプロマ・
ポリシーに示す
基準を満たし、
高度な専門知識
と研究能力を活
用し、高度専門
職業人、教育
者、研究者とし
て、保健・医
療・福祉の向上
に貢献できる人
材を養成する。

A　大学院生が分野横断的
で専門的なアドバイスを
受けられる体制をとった
ことや、学位論文の審査
体制を充実したことによ
り、大学院生の研究能力
や専門性の向上が図られ
ており、中期目標を十分
に達成する見込みであ
る。

A

A　ディプロマ・
ポリシー（学位
授与方針）に示
す基準を満た
し、自律的・自
主的に学び、地
域の保健・医
療・福祉の分野
で活躍できる人
材を育成する。

2

1A　３学科合同科目である
「チーム医療論」を通し
て、多職種連携を実践で
きる人材の育成を図ると
ともに、教員相互の授業
評価やFD・SD研修会によ
る教育能力の向上を図っ
ており、中期目標を十分
に達成する見込みであ
る。

－13－



業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

・他分野からの参加者を入れた計画発表会や
中間発表会の開催のほか、随時、分野横断で
専門的なアドバイスを大学院生が受けられる
体制をとった。

・論文内容を３年以内に公表したほか、論文
発表会を学外にも公開し、研究能力や専門性
の向上を図った。

・研究科案内や周知用パンフレットの内容お
よびデザインを複数回見直し、外部へのア
ピール力を高める取り組みを実施するととも
に、ウェブサイトの改訂を行い、視覚的かつ
内容的に訴求力の高い情報提供を行う等、本
大学院の教育・研究の特徴や優れた点を広く
周知するための広報活動を強化した。
・SNSを活用した情報発信の強化として、新
たにInstagramアカウントを開設し、視覚的
な訴求力を高めながら、より多くのターゲッ
ト層へのPRを実現した。

（エ）学位論文の審査体制の
充実や論文発表会の公開など
により、審査を公正かつ適正
に行うとともに、ディプロ
マ・ポリシーや審査基準が常
に適切なものとなるよう必要
に応じて見直しを行う。

（ウ） 分野横断的な研究指
導体制の拡充や学外の研究者
との交流機会の拡大などによ
り、研究・教育の一層の充実
を図る。

（オ）指導体制やカリキュラ
ム構成等、本学大学院の優位
性の向上に努めるとともに、
これらの特性を積極的に打ち
出す。

　ディプロマ・
ポリシーに示す
基準を満たし、
高度な専門知識
と研究能力を活
用し、高度専門
職業人、教育
者、研究者とし
て、保健・医
療・福祉の向上
に貢献できる人
材を養成する。

A　大学院生が分野横断的
で専門的なアドバイスを
受けられる体制をとった
ことや、学位論文の審査
体制を充実したことによ
り、大学院生の研究能力
や専門性の向上が図られ
ており、中期目標を十分
に達成する見込みであ
る。

A 2
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

②　実践的な教育の推進

・学内教員に加え、関係機関の第一線で活躍
している非常勤講師による講義を取り入れ、
時代や地域のニーズを反映した授業や演習・
実習を行った。
・FD・SD研修会において様々な学びを得るこ
とで、教職員に必要な研究、教育への認識を
深めた。

・毎年３回のFD・SD研修会を開催し、今日の
大学及び大学院教育に必要な能力の向上を
図った。

・学内教員に加え、関係機関の第一線で活躍
している非常勤講師を配置し、効果的な教育
を提供した。

③　教育の改善

・令和６年度より導入した教務事務システム
（UNIPA）の機能の一部として、科目ごとに
ディプロマ・ポリシーの達成度を可視化する
ための「学修ポートフォリオ」の運用を開始
し、学修成果や教育成果に関する情報を把
握・測定しやすくした。
・教学マネジメント体制の確立のため、学内
にＩＲ室を立ち上げる準備を行った。引き続
き、令和７、８年度も教育方法の改善・質の
向上に資する仕組みづくりを進め、ＩＲ室を
効果的に運用していく。
※IR（Institutional Research）・・・大学
において、運営上の意思決定および計画立案
に必要な情報を収集・分析・提供する業務

A 　教務事務システム
（UNIPA）を導入し、科
目ごとにディプロマ・ポ
リシーの達成度を可視化
する「学修ポートフォリ
オ」の運用により学修成
果や教育成果に関する情
報を把握・測定しやすく
し、教育の質の改善を
図っていることから、中
期目標を十分に達成する
見込みである。

A 4

　関係機関の第一線で活
躍している非常勤講師に
よる講義を取り入れ、時
代や地域のニーズを反映
した実践的な授業や演
習・実習を行っており、
中期目標を十分に達成す
る見込みである。

3AA　関係機関と連携し、地域で求められる人材や能力について情報や課題を共有
し、教育に反映する。

ウ　外部実践者の配置
　必要に応じて学外の実践者
や研究者等を配置・活用し、
効果的な教育を提供する。

イ　教員の能力向上
　大学が目指す教育を実現す
るために、教員を適切に評価
し、教育能力の向上を図る。

ア　地域ニーズを踏まえた授
業
　関係機関との連携により、
地域で求められる人材や能力
を共有し、地域のニーズや課
題を踏まえ、自ら考え、実践
する能力を育成する。

　教学マネジメントの確立に向
け、学修成果に関する情報や教
育成果に関する情報を把握・測
定し、ＰＤＣＡサイクルにより
不断の見直しを行うなど、教育
方法の改善・質の向上に資する
仕組みづくりを進める。

　地域ニーズ（保
健・医療・福祉）
に柔軟に対応でき
る専門職を育成す
るため、地域や行
政等と連携した実
践的な教育を推進
する。

　学生に質の高い
教育を提供するた
め、教育内容や教
育方法について、
適時見直し、改善
を行い、教育の質
の向上を図る
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

④　新たなニーズに対応する教育の推進

・令和４年度以降、県の担当課との共同研究
により特定行為研修を受けた県内外の看護師
への調査を行い、特定行為研修の成果と課題
を検討し、本学における実施の可能性を探っ
た。
・専門看護師資格を有する卒業生と大学院生
が共に学ぶ機会や、学部学生が実習で認定看
護師から指導を受ける機会を継続的に設け
た。
・ウェブサイトにおいて、高度化・専門分化
が進む現場で求められる多様な役割と技術の
高度化に対応できる専門看護師（本学大学院
修了生）の紹介を行い、高度専門資格を持つ
看護師の周知に努めた。

・看護師等養成所専任教員が行った講習会等
の実績を、看護実践研究センターのリーフ
レットやウェブサイトで周知するとともに、
看護教員養成講習会の修了生の活躍を、ウェ
ブサイト等を通して紹介した。

イ　専任教員の養成
　県の要請に応じ、看護師等養
成所における専任教員の養成を
行う。

ア　高度専門資格を有する看護
師の養成
　高度化・専門分化が進む保
健・医療・福祉の現場で求めら
れる、多様な役割と技術の高度
化に対応するため、特定行為に
係る看護師や認定看護師などの
高度専門資格を持つ看護師の養
成等について、県をはじめとす
る関係機関と連携し、実施に向
けた取組を進める。

　地域包括ケアシ
ステムの構築や感
染症への対応な
ど、保健医療の進
展や時代の要請に
応えるため重要な
役割を担う、特定
行為に係る看護師
や認定看護師など
の高度専門資格を
持つ看護師の養成
について、県や関
係機関と連携し取
組を進める。
　また、看護師養
成所の専任教員の
養成にも引き続き
取り組む。

5A　学生が高度専門資格を
持つ看護師と共に学ぶ機
会を設ける等、高度専門
資格を持つ看護師の養成
に向けた取組を行ってい
ること、看護師養成所専
任教員の実績を広く周知
すること等によって専任
教員の養成を図っている
ことから、中期目標を十
分に達成する見込みであ
る。

A
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

（２）　教育実施体制の充実

①　キャリア支援

・毎年度「学修評価アンケート」を実施し、
初年次教育科目の評価を行った。
・看護学科の３年生、理学療法学科・作業療
法学科の３年生及び４年生を対象に、県内医
療機関等を紹介するキャリア支援セミナーを
毎年開催し、学生が各医療機関等の担当者か
ら、就職にあたり求められる人物像などを具
体的に聞き取る場面を設け、本格的な就職活
動を前に、求められる事柄と、自身の現状を
比較し、今後力を入れるべき学修内容の把握
等の支援を行った。
・４年生の希望者に対して模擬面接を実施す
るとともに、履歴書等の添削指導を行った。
このほか就職試験における相談に応じ、きめ
細やかな個別指導・助言を実施した。
・県内の医療機関や社会福祉施設からの求人
情報について、毎週メールで学生に周知する
とともに、キャリアセンターでもパンフレッ
ト等で紹介している。

・国家試験模擬試験や補講の企画・実施につ
いて学生（４年生国試委員）と検討した。ま
た、担任が中心となり、必要に応じて面談等
を実施した。
・学生が国家試験の勉強に専念できるよう、
試験前の１月上旬から２月中旬にかけて、休
日の講義室開放を行った。

イ　国家資格試験及び就職状況
の向上
　国家資格試験の合格率及び就
職状況の一層の向上に取り組
む。

ア　キャリア形成
　目的意識を持って学修に取り
組めるよう、早期からキャリア
形成について意識付けを行う。

　学生一人ひとり
の特性・志向に
あった効果的な教
育を展開し、就職
や進学、国家資格
の取得など、キャ
リア形成における
学生の学修目的達
成に向けた支援の
充実を図る。

A　希望者に対する模擬面
接や履歴書等の添削指
導、就職試験における相
談対応等、少人数制の大
学の利点を生かしたきめ
細やかな就職・学習支援
によって、高い就職率と
全国平均を上回る国家資
格試験の合格率を実現し
ており、中期目標を十分
に達成する見込みであ
る。

A 6

（数値目標）

看護師、保健師、助産師、理学

療法士及び作業療法士の国家試

験合格率について、全国合格率

以上を確保し、100％の合格率を

目指す。

（令和３～６年度国家試験の合格者の状況：数値目標）

R3 R4 R5 R6 R3 R4 R5 R6 R3 R4 R5 R6 R3 R4 R5 R6

看 護 師 62 59 58 63 61 58 56 63 98.4% 98.3% 96.6% 100.0% 96.5% 95.5% 93.2% 95.9%

保 健 師 57 54 54 55 55 52 54 54 96.5% 96.3% 100.0% 98.2% 93.0% 96.8% 97.7% 96.4%

助 産 師 7 8 6 10 7 8 6 10 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 99.7% 95.9% 99.3% 99.3%

理学療法士 19 18 21 20 18 18 21 20 94.7% 100.0% 100.0% 100.0% 88.1% 94.9% 95.2% 95.2%

作業療法士 22 17 19 22 22 16 19 22 100.0% 94.1% 100.0% 100.0% 88.7% 91.3% 91.3% 92.5%

職　種
受験者 合格者 合格率 全国
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

・キャリア支援センターの人員体制を拡充
し、支援体制の強化を図った。
・令和７、８年度には、入学時点から就職活
動の意識づけを促進するため、年度当初のオ
リエンテーションで全学年を対象に、本学の
就職試験および国家試験受験手続きのスケ
ジュールについて説明を行う予定である。

・キャリア支援セミナーの参加施設に対する
アンケート調査を行い、採用時に重視してい
るポイントを収集のうえ、機会をとらえて学
生に周知した。
・キャリア支援セミナーの施設側参加者とし
て来訪した卒業生や卒業生との交流会に参加
した卒業生（共に県内勤務）と意見交換を行
い、県内就職を支援した。

エ　県内医療機関・施設との連
携
　県内病院・施設等を招いての
ガイダンスや県内の医療機関で
活躍している専門職や医療関係
者等との交流等、様々な機会を
設け、県内就職を支援する。

ウ　キャリア支援センターの機
能拡充
　キャリア支援センターの機能
を拡充し、学生一人ひとりの志
向に応じた就職情報の提供や相
談・指導等により、就職・進学
を積極的に支援し、県内定着の
促進に資する。

　学生一人ひとり
の特性・志向に
あった効果的な教
育を展開し、就職
や進学、国家資格
の取得など、キャ
リア形成における
学生の学修目的達
成に向けた支援の
充実を図る。

A　希望者に対する模擬面
接や履歴書等の添削指
導、就職試験における相
談対応等、少人数制の大
学の利点を生かしたきめ
細やかな就職・学習支援
によって、高い就職率と
全国平均を上回る国家資
格試験の合格率を実現し
ており、中期目標を十分
に達成する見込みであ
る。

A 6

（数値目標）

就職希望者の就職率100％を

目指す。

（令和３～６年度就職者の状況 ： 数値目標）

R3 R4 R5 R6 R3 R4 R5 R6 R3 R4 R5 R6 R3 R4 R5 R6

卒業生数 64 62 60 65 19 18 21 20 22 17 19 22 105 97 100 107

就職希望者 58 58 55 62 19 17 21 19 21 15 19 20 98 90 95 101

就職者数 58 58 55 62 19 17 21 19 21 15 19 20 98 90 95 101

就職率　　　 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

看護学科 理学療法学科 作業療法学科 合　計
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

②　教育環境

・各学科の要望をもとに検討を行い、教育指
導に使用する施設・設備・機器の維持・修
繕、及び新たな整備・更新を計画的に行っ
た。

・令和元年度に学内LANの設備を更新すると
ともに、令和４年度の学内ネットワーク更新
時には、Wi-Fiスポットを拡大し、学内のICT
環境の整備を進めた。
・コロナ禍にあっては、Web会議システムの
導入・活用により、授業内容に応じて遠隔授
業を実施し、コロナ禍後も必要に応じて遠隔
授業を実施している。

・学生のニーズを踏まえ図書・電子書籍等の
充実を図った。また、図書館利用者の拡大や
データベース利用促進を図るため、図書館オ
リエンテーションや文献検索授業等を実施し
た。

ウ　図書館の充実
　附属図書館について、利用状
況、利用形態を把握し、利用者
ニーズを踏まえた蔵書・資料の
充実とサービスの向上を図る。

イ　ＩＣＴの活用
　授業内容や学習効果に応じて
遠隔授業を取り入れるなど、Ｉ
ＣＴツールの効果的な活用に積
極的に取り組む。

ア　施設・設備の整備
　講義や実習・演習等の授業や
研究を円滑に行うことができる
よう、各教室の設備や機器、機
材、機械等を適切に管理すると
ともに、計画的に整備・更新を
進める。

　学生に良好な環
境で質の高い教育
を提供するため、
施設設備、資料等
の計画的な整備及
び長期的な視点に
立った維持管理に
より、教育環境の
向上を図るととも
に、遠隔授業の更
なる活用など、教
育のデジタル化を
推進する。

A　教育指導に使用する施
設・設備・機器の計画的
な整備を行うとともに、
Wi-Fiスポットの拡大や
Web会議システムの導入
等ICTツールの活用がで
きる環境整備に取組んで
いることから、中期目標
を十分に達成する見込み
である。

A 7
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

（３）　地域に貢献する人材の育成と県内定着の促進

　やまがた社会共創プラットフォーム協議会
（事務局：山形大学）の構成団体として、県
内大学生の地元定着率向上に向けた取組に協
力した。

・学生の地元への理解と愛着を深め地元創成
に資するため、看護学科の教育課程の見直し
において設けた「地元（やまがた）探究Ⅰ・
Ⅱ」や「ジェネラリズム看護論」の授業を実
施した。

・看護学科の３年生、理学療法学科・作業療
法学科の３年生及び４年生を対象に、県内医
療機関等を紹介するキャリア支援セミナーを
毎年開催し、学生が各医療機関等の担当者か
ら、就職にあたり求められる人物像などを具
体的に聞き取る場面を設け、本格的な就職活
動を前に、求められる事柄と、自身の現状を
比較し、今後力を入れるべき学修内容の把握
等の支援を行った。【連番６アの再掲】
・県内の医療機関・社会福祉施設からの求人
については対象となる学科の学生全員に、
メール等で周知を行った。
・県の補助事業である地域医療体験セミナー
を開催し、看護学科の学生が参加した。

・県外に就職する学生から県外就職の理由等
を収集して分析し、県健康福祉部と共有し
た。

ウ　県外就職要因の分析
　県外就職者から進路選
定情報を収集し、関係機
関と連携し、県内定着率
の向上につなげる仕組み
づくりに取り組む。

イ　県及び県内医療機
関・施設との連携
　県内病院・施設等を招
いてのガイダンスや、県
内の医療機関で活躍して
いる専門職や医療関係者
等との交流、実習施設と
の連携強化、インターン
シップや施設見学の拡充
等、学生が県内医療機関
等に対する認識を広める
様々な機会を設け、県内
就職を支援する。

ア　地域についての理解
促進
　身近な地域で働く意識
を醸成するための科目を
設定し、地域に求められ
る保健・医療の課題を探
求する授業を実施する。

①　在学中の取組

　県立の高等教育機関
として、教育やキャリ
ア支援等を通した学生
の意識の醸成や就職状
況の分析を踏まえた指
導などにより、県内・
県外出身を問わず本県
の保健・医療・福祉の
分野で中核的な役割を
担う優秀な人材の育成
と県内定着の促進に積
極的に取り組む。

A　学生に向けて県内医療
機関等を紹介するキャリ
ア支援セミナーを毎年開
催していることや、県内
の医療機関・社会福祉施
設からの求人については
対象となる学科の学生全
員にメール等で周知を
行っていること、また、
学生の地元への理解と愛
着を深めるため「地元
（やまがた）探究Ⅰ・
Ⅱ」や「ジェネラリズム
看護論」の授業を実施し
ていることや、在学生向
けに県内で活躍する卒業
生を紹介する冊子を作成
し、県内就職の魅力を伝
えていること等から、人
材の県内定着の促進に向
けて積極的に取り組んで
おり、中期目標を十分に
達成する見込みである。

A　学生の県内定着に向け、県、
市町村、県内医療機関等と連携
し、組織的な取組を強化する。

8
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

・本学部・本研究科を卒業、修了した看護職
を外部講師に招聘できる本学の強みを生か
し、地元（やまがた）探求Ⅱ、精神看護方法
論、ケアシステム論、コミュニティ活動展開
論の学部科目において、卒業生・修了生と学
部生との交流促進を図った。この交流は、卒
業生・修了生のキャリア支援としても効果が
あった。
・コロナ禍で中断していたホームカミング
デー再開に向けて、他大学の「ホームカミン
グデー」や卒業生サービスの現状を広く把握
するとともに、本学の過去の開催状況と課題
を整理し、今後の方向性および次年度計画を
明確にした。
・令和６年度は、令和３～５年度の看護学科
卒業生を対象にオンラインにてホームカミン
グデーを開催した。
・県内就職の魅力を伝えるため、県内で活躍
する卒業生を紹介するパンフレットを作成し
た。

・令和５年度に、開学後の全卒業生・修了生
約２千名を対象とした実態調査を初めて実施
し、県外就職の卒業生の希望者に向けて、県
内事業所の中途採用情報等を提供することに
より、U・Iターン促進のための一定の仕組み
を構築した。

イ　Ｕ・Ｉターンの促進
　県外就職者のＵ・Ｉ
ターンを促進する取組を
進め、県内医療への貢献
と県内定着率の向上に資
する。

ア　キャリアアップ支援
　リカレント教育プログ
ラムや研究相談支援な
ど、就職後のキャリア
アップを支援する機会を
提供する。

②　卒業後の取組

　県立の高等教育機関
として、教育やキャリ
ア支援等を通した学生
の意識の醸成や就職状
況の分析を踏まえた指
導などにより、県内・
県外出身を問わず本県
の保健・医療・福祉の
分野で中核的な役割を
担う優秀な人材の育成
と県内定着の促進に積
極的に取り組む。

A　学生に向けて県内医療
機関等を紹介するキャリ
ア支援セミナーを毎年開
催していることや、県内
の医療機関・社会福祉施
設からの求人については
対象となる学科の学生全
員にメール等で周知を
行っていること、また、
学生の地元への理解と愛
着を深めるため「地元
（やまがた）探究Ⅰ・
Ⅱ」や「ジェネラリズム
看護論」の授業を実施し
ていることや、在学生向
けに県内で活躍する卒業
生を紹介する冊子を作成
し、県内就職の魅力を伝
えていること等から、人
材の県内定着の促進に向
けて積極的に取り組んで
おり、中期目標を十分に
達成する見込みである。

A 8

－21－



業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

（４）　学生の受け入れ

①　学部生

①　優秀な学部生の確保

・新入生を対象に入試の広報活動に関する調
査を実施し、高校生の時に、進学先候補の情
報を取得する媒体の傾向を把握している。こ
の調査より、少人数制（学生間・教員との距
離が近い、アットホーム）、チーム医療、国
際交流、建物がきれいで設備が充実、看護学
科では二つの受験資格を得られる、が主な
キーワードとして挙げられた。
・教職員が２～３人１組で本学への進学者が
多い県内高校への訪問や、高校からの依頼に
より高校生へ本学を説明する会への出席に取
り組んだ。
・高校生が本学の普段の授業を見学・体験す
る取り組みを令和５年度から試行的に開始し
た。
・７月開催のオープンキャンパスでは、本学
学生スタッフの対応について、高校生からは
勿論、その保護者からも高い評価を受けてい
る。
・オープンキャンパス時に動画を更新してい
るWebオープンキャンパスについても、学科
説明や、学生制作の学生生活、サークル紹介
動画も評価が高い。
　大学ウェブサイトのリニューアル等によっ
て情報発信力の強化に取り組み、本学の特色
や強みを効果的にアピールし、優秀な学部生
の確保を図った。

　教育目標に基づ
くアドミッショ
ン・ポリシー（入
学者受入れ方針）
等を広く発信する
とともに、より適
切な入学者選抜と
なるよう選抜方法
等の見直しを図り
ながら、地域の保
健・医療・福祉を
支え、貢献する目
的意識の高い学生
の確保に向けた取
組を進める。

ア　本学の特色の発信
　本学のアドミッション・ポ
リシー（入学者受入方針）に
沿った優秀な学生を確保する
ため、本学のブランド力の向
上を図るとともに、本学ウェ
ブサイトをはじめ各種メディ
アの活用などにより、本学の
特色を積極的に発信し、更な
る志願者確保を図る。

9A　制度改編や志願者数の
動向に合わせ入試制度の
改善を図るとともに、
オープンキャンパスの開
催や、中高生の大学見学
の受入れ、ウェブサイト
での情報発信等により本
学の特色を積極的に発信
し更なる志願者確保を
図っていることから、中
期目標を十分に達成する
見込みである。

A
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

・編入学試験にTOEICを導入した。
・新教育課程への対応による共通テストの科
目再編に合わせ、県内高校の実状を聞き取り
ながら、本学入試における共通テスト採用科
目を再編した。
・一般選抜における面接時間を確保するた
め、２段階選抜を導入した。
・制度改編や志願者数の動向に合わせ、入試
制度の改善を図っていることから、令和７、
８年度も状況や分析結果に合わせ、改善を検
討していく。

・中学校の授業の一環として、大学見学の依
頼があるものは、可能な限り受け入れ、当該
中学校の訪問意図を踏まえながら、中学生に
対し、医療専門職の魅力や本学の学修概要を
伝えた。
・本学ウェブサイトに中学生向けのコンテン
ツを作成した。
・中学生に医療専門職を将来の職業候補の一
つに意識づけるため、受け入れ体制や時期を
検討しながら、令和７、８年度も同様に取り
組む。なお、小学生にとって医療専門職に関
する説明は、難解な部分が多いため、主に中
学生を対象とした取り組みとする。

　教育目標に基づ
くアドミッショ
ン・ポリシー（入
学者受入れ方針）
等を広く発信する
とともに、より適
切な入学者選抜と
なるよう選抜方法
等の見直しを図り
ながら、地域の保
健・医療・福祉を
支え、貢献する目
的意識の高い学生
の確保に向けた取
組を進める。

イ　入試制度の改善
　入試状況や入学後の学修状
況、成績等を調査分析し、選
抜方法等入試制度全般につい
て改善を図る。

ウ　小中学生に対する取組
　将来的な人材の確保に向
け、体験の機会の提供や県内
大学の横断的連携組織を活用
した積極的な情報発信など、
小中学生に医療専門職の魅力
を伝える取組を県と連携し推
進する。
※医療専門職：看護師、助産
師、保健師、理学療法士、作
業療法士を指す。

9A　制度改編や志願者数の
動向に合わせ入試制度の
改善を図るとともに、
オープンキャンパスの開
催や、中高生の大学見学
の受入れ、ウェブサイト
での情報発信等により本
学の特色を積極的に発信
し更なる志願者確保を
図っていることから、中
期目標を十分に達成する
見込みである。

A
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

②　大学院生

②　優秀な大学院生の確保

・関係機関に対し、随時本学大学院進学のメ
リット等について周知した。
・大学院案内を刷新し、院生修了者や教員の
研究・論文に対する受賞や各方面で活躍する
院生修了者の近況を掲載するページを新たに
設けた。
・入学者確保対策として、博士前期課程の選
抜試験実施時期を12月から８月に早め、ウェ
ブサイト等で発信した。
・学部生の年度当初オリエンテーションの中
に、大学院に関する説明や院生と交流する時
間を設け、学部生から大学院への内部進学者
を送り出している。
・ウェブサイトの教員紹介のページでリサー
チマップの活用を進めるとともに、教員や大
学院生の研究報告や活動報告についてウェブ
サイトや公式SNSにおいて積極的な情報発信
を行い、本学大学院の指導・研究体制や研究
成果など本学の特色を積極的に発信し、本学
への進学意欲を高めた。

・長期履修制度、遠隔による授業や研究指導
を行い、社会人学生の全員が修了し学位を取
得した。
・大学院募集要項に授業料減免制度や奨学金
制度について記載し、利用可能な支援制度の
紹介を行ったほか、年度当初オリエンテー
ションでの周知や、事務局窓口での相談対応
などを行った。

イ　受入体制の充実
　様々な職業を有する社会人
や県外在住者など多様な学習
環境にある大学院志願者を広
く受け入れるため、履修しや
すい環境や受入体制の充実、
情報発信に努める。

ア　本学の特色の発信
　本学大学院の指導・研究体
制やカリキュラム、研究成果
など本学の特色を積極的に発
信し、本学への進学意欲を高
める。

　高い向学心を持
ち、自ら課題を見
出し、解決に向け
て研究に取り組む
など、保健・医
療・福祉の向上に
貢献する意欲のあ
る学生を、積極的
に広く受け入れ
る。

A 10A　長期履修制度や遠隔に
よる授業・研究指導を行
うなど、社会人や県外在
住者が履修しやすい環境
や受入体制の充実を測る
とともに、授業料免除の
実施や奨学金制度の活用
支援を通して、意欲のあ
る学生を積極的に広く受
け入れており、中期目標
を十分に達成する見込み
である。
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

（５）　学生支援の充実

①　学修支援

・令和６年度より、電子化されたシラバスの
運用を開始した。令和７、８年度も適宜見直
しを行い、更なる改善に向けた取組を行う。

・学生の履修状況等を把握して必要に応じて
随時面談を実施する等、学生の状況に応じた
きめ細かな指導・助言を行うとともに、ＧＰ
Ａデータを学生の修学指導に活用するととも
に、必要な支援を実施できる体制を整備し
た。
※GPA（Grade Point Average）・・・科目ご
との成績をポイントに変換して合計し、その
平均値を割り出した値

・学生相談室の設置及びオフィスアワーの実
施により、学生が気軽に教職員に相談できる
環境を提供した。

イ　指導・助言による支援
　各学科において各学生の履
修状況の把握に努め、指導・
助言が必要な者に対しては、
きめ細かな支援を行う。

ア　シラバスの充実
　科目の内容や到達目標、評
価方法、ディプロマ・ポリ
シーとの関連等、科目を選択
するための情報を学生に正確
に伝えるため、シラバスの充
実を図る。

ウ　相談体制の充実
　学生が教員に相談しやすい
環境を提供し、積極的な利活
用を呼びかけるなど、学生の
相談体制の充実を図る。

　高等教育の無償化や
昨今の社会情勢等を踏
まえ、学生が、学修に
専念し安定した学生生
活を送れるよう支援を
行う。

11A　授業料免除制度や奨学
金制度の活用支援を行っ
たり、学生相談室の設置
やオフィスアワーの実施
により学生が気軽に教職
員に相談できる環境を整
備するなど、積極的な学
生への支援を行ってお
り、中期目標を十分に達
成する見込みである。

A
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

・新入生に対し、年度当初オリエンテーショ
ンにおいて修学支援制度の周知を行った。
・教職員を対象に、オンデマンドによる合理
的配慮の研修会を実施した。

・意見箱については、学生の意見の迅速な把
握と対応のために毎週開箱した。
・学生から同内容の意見については、対応可
能なものについては適切に処理することによ
り、学習環境の充実を図った。

オ　学生の声の反映
　学生との対話や各種アン
ケート等により、学習環境の
充実を図る。

エ　多様なニーズに対応する
環境整備
　障がいや疾病のある学生も
支障なく学習や研究に取り組
めるよう、多様なニーズに応
える学内の整備環境を進める
とともに、必要な支援を行
う。
　また、医療・保健・福祉に
おけるＳＤＧｓの取組につい
て検討を行い、講義や研究等
への反映を図る。

　高等教育の無償化や
昨今の社会情勢等を踏
まえ、学生が、学修に
専念し安定した学生生
活を送れるよう支援を
行う。

11A　授業料免除制度や奨学
金制度の活用支援を行っ
たり、学生相談室の設置
やオフィスアワーの実施
により学生が気軽に教職
員に相談できる環境を整
備するなど、積極的な学
生への支援を行ってお
り、中期目標を十分に達
成する見込みである。

A
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

②　生活支援

・学生相談室、担任教員、保健室嘱託職員等
による学内の相談体制を構築し、年度当初オ
リエンテーションや学内の掲示により周知
し、学生からの相談に応じた。
・学生の相談しやすい時間で学外カウンセ
ラーの配置を継続し、学生からの相談に応じ
た。
・学生を対象としたストレスチェックを令和
５年度に試行し、令和６年度に本格実施し
た。
・各学科の学年担任教員を中心に、学生の諸
問題について随時面接を実施しながら、学生
に応じた支援を行った。また、保健室、事務
局、学科間で連携し、きめ細かな指導・助言
ができるよう情報交換を行った。
・令和７、８年度も同様に取り組む予定。特
に、ストレスチェックは、本格実施したばか
りであるため、調査結果の動向に注視し、必
要があれば措置を検討する。

・授業料減免制度や奨学金制度について、事
務室窓口に担当者を配置したほか、年度当初
オリエンテーションにて、授業料減免や奨学
金制度について周知し、学生からの相談に対
して迅速な対応を行った。また、日本学生支
援機構からの助成や教育振興会からの補助を
活用し、学部生全員へ教材費や飲食費等の支
援を行った。
・支援制度の周知は令和７、８年度も継続し
て行い、その他利用可能な支援があれば適宜
実施していく予定。

イ　奨学金等の活用
　学資等、経済面の問題を抱
える学生に対しては、授業料
減免等の各種支援制度の利用
を勧めるなどして支援する。

ア　生活上の相談体制の充実
　教職員による相談対応に加
え、専門の学外カウンセラー
を配置し、相談しやすい環境
を整え、心身の健康問題、そ
の他大学生活上の不安や悩み
の解消に向け支援を行う。

　高等教育の無償化や
昨今の社会情勢等を踏
まえ、学生が、学修に
専念し安定した学生生
活を送れるよう支援を
行う。

11A　授業料免除制度や奨学
金制度の活用支援を行っ
たり、学生相談室の設置
やオフィスアワーの実施
により学生が気軽に教職
員に相談できる環境を整
備するなど、積極的な学
生への支援を行ってお
り、中期目標を十分に達
成する見込みである。

A
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

・コロナ禍においては、学生代表と意見交換
を行い、学生主催の学園祭や運動会、サーク
ル活動などについて、中止・活動自粛や感染
予防対策を徹底した開催方法について、きめ
細かく助言した。
・コロナ禍後も、学生代表と意見交換を行い
ながら、可能な限り支援した。
・自治会や学園祭実行委員会の役員、サーク
ル長などの学生や課外活動へ参加した学生を
顕彰対象者として推薦し、学生の自主的活動
や課外活動を奨励した。

２　研究に関する目標を達成するための措置

（１）　県との連携

①　地域課題の解決

・教育研究機器等について、各学科における
優先順位の検討を踏まえたうえで、計画的に
整備・更新を行うとともに、次年度の予算編
成に反映させた。
・県や他医療機関と連携した共同研究を行
い、共同研究発表会により研究結果を公表す
るとともに、海外の大学における在外研究や
国際学会における研究成果発表に対する補助
を行い、その成果を教員研究セミナーを通し
て発表した。
・海外の大学との国際交流協定を締結し、海
外からの情報を取り入れる新たな環境を構築
した。

ウ　自主的活動への支援
　学生生活の充実のため、学
生自治会をはじめ、サークル
活動やボランティア活動な
ど、学生の自主的活動・課外
活動を奨励・支援する。

　研究推進体制を整備し、県
と連携し、保健・医療・福祉
に関する地域課題を見出し、
その分析や解決に積極的に取
り組む。また、外部との共同
研究や受託研究を推進する。

　県の政策推進（「健
康長寿日本一」の実現
等）のための研究拠点
としての役割を担い、
県と連携して研究に取
り組み、その成果を県
民に還元する。

　高等教育の無償化や
昨今の社会情勢等を踏
まえ、学生が、学修に
専念し安定した学生生
活を送れるよう支援を
行う。

12A　県との共同研究を積極
的に行うとともに、研究
成果のウェブサイトへの
掲載や業績集の発行、公
開講座等を通して、教員
の研究成果を積極的に公
表し広く県民に還元して
いることから、中期目標
を十分に達成する見込み
である。

A

11A　授業料免除制度や奨学
金制度の活用支援を行っ
たり、学生相談室の設置
やオフィスアワーの実施
により学生が気軽に教職
員に相談できる環境を整
備するなど、積極的な学
生への支援を行ってお
り、中期目標を十分に達
成する見込みである。

A
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

②　行政における研究成果の活用

・紀要「山形保健医療研究」や業績集を発行
し公表するとともに、研究成果の公表・情報
発信を行う新たなプラットフォームとして、
英文研究ジャーナルの発刊に向けた検討・準
備を行い、ホームページを整備した。
・教員の研究成果や活動報告の本学ウェブサ
イトへの掲載や業績集の発行、公開講座等を
通して、教員の研究結果を公表し、広く県民
に還元した。

（２）　質の高い研究活動の推進

①　外部研究資金獲得

・科研費獲得に向けたテーマでの研修会や、
科研費応募説明会を開催した。また、研究活
動アドバイザーを委嘱し、教員の研究、科研
費申請へのアドバイス、補助を行える体制を
整えた。

・外部資金の獲得に向けて、退職教員の知識
と経験を活用する「研究活動アドバイザー」
を設けるとともに、競争的資金及び共同研究
等の情報を随時タイムリーに教員に周知して
きた。

　研究成果が県の施策や行政
運営に有効に活用されるよ
う、本学としても研究成果を
積極的に公表・情報発信を行
うとともに、研究水準の更な
る向上を図る。

　国や民間研究団体等の競争的資金や共同研究、受託研究などによる外部
研究資金を確実に獲得できるよう、研修の充実等により積極的な資金確保
を図る。

イ　支援の充実
　公募情報の収集や学内
への周知など、外部研究
資金獲得へ向けた支援の
充実を図る。

ア　外部資金獲得力の強
化
　研究水準の向上や外部
資金獲得に向けた研修、
研究費の適切な配分、業
績評価システムの活用な
どを通して、研究水準の
一層の向上と更なる外部
資金獲得を図る。

　県の政策推進（「健
康長寿日本一」の実現
等）のための研究拠点
としての役割を担い、
県と連携して研究に取
り組み、その成果を県
民に還元する。

　外部研究資金（競争
的資金、受託研究・共
同研究）等を戦略的に
獲得するなど、研究活
動活性化のための取組
を強化し、質の高い研
究活動を推進する。

13A　科研費獲得に向けた研
修会や説明会を開催する
とともに、研究活動アド
バイザーの委嘱等を行う
など、外部資金獲得に向
けた取組を行っているこ
とから、中期目標を十分
に達成する見込みであ
る。

A

12A　県との共同研究を積極
的に行うとともに、研究
成果のウェブサイトへの
掲載や業績集の発行、公
開講座等を通して、教員
の研究成果を積極的に公
表し広く県民に還元して
いることから、中期目標
を十分に達成する見込み
である。

A
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

・本学の紀要「山形保健医療研究」や業績集
の発行、本学の教員による研究成果・活動報
告の本学ウェブサイトへの掲載等により、本
学教員の研究成果を広く発信した。

・研究倫理審査委員会を定期的に開催し、研
究倫理の保持および遵守の徹底を図った。
・学内の研究倫理保持のため、関連する制度
および規程の見直しを行い、必要な改善策を
講じ、研究者が遵守すべき基準を明確化し
た。
・教職員を対象とした研究倫理研修会や日本
学術振興会作成の研究倫理e-ラーニング等の
研究倫理教育を実施し、研究倫理に係る知識
と意識を涵養するとともに、コンプライアン
ス確保体制の充実を図った。

・共同研究発表会での発表・意見交換や教員
研究セミナー、研究倫理研修会を通して、教
員の研究力の向上を図った。

オ　評価による検証
　研究活動全般につい
て、定期的な自己評価や
外部からの評価等により
適切に検証し、大学とし
て研究水準の維持・向上
を図る。

エ　倫理教育
　倫理委員会による倫理
審査や教職員を対象とし
た倫理教育を実施し、研
究倫理に係る知識と意識
を涵養するとともに、コ
ンプライアンス確保体制
の充実を図る。

ウ　研究水準の向上
　研究成果を積極的に公
表・発信することによ
り、研究水準の更なる向
上を図る。

　外部研究資金（競争
的資金、受託研究・共
同研究）等を戦略的に
獲得するなど、研究活
動活性化のための取組
を強化し、質の高い研
究活動を推進する。

13A　科研費獲得に向けた研
修会や説明会を開催する
とともに、研究活動アド
バイザーの委嘱等を行う
など、外部資金獲得に向
けた取組を行っているこ
とから、中期目標を十分
に達成する見込みであ
る。

A

（数値目標）
外部研究費等への申請

件数が、直近３年間の平
均値を上回ることを目指
す。

（外部研究費等への応募件数 ： 数値目標）

（単位：件）

直近３年間

平均

直近３年間

平均

直近３年間

平均

直近３年間

平均

応募件数 25 32 35 31.6 43 33.3 35 36.3

　科研費 24 25.3 33 25.3 37 28.3 32 31.6

　その他 1 6.7 2 6.3 6 5 3 5

　Ｒ３ 　Ｒ４ 　Ｒ５ 　Ｒ６
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

３　地域貢献に関する目標を達成するための措置

・県内医療機関・施設等へのキャリア支援セ
ミナー参加依頼時に、可能な限り卒業生を参
加メンバーとして加えるよう依頼し、セミ
ナー当日には施設の魅力について卒業生から
説明を受けた。
・卒業生との交流会では、在学時の就職活動
や入職後の状況について、学生が今後遭遇す
る場面に対する対応経験を講話形式で受け
た。
・県内就職の魅力を伝えるため、県内で活躍
する卒業生を紹介するパンフレットを作成し
た。【連番8②アの再掲】
・キャリア支援セミナーおよび卒業生との交
流会は、令和7, 8年度も引き続き取り組む予
定である。

（１）　人材の県内定着への貢献
　県内医療機関等において保健・医療・福祉を支える優秀な人材を輩出するため、県内医療機関、福祉施設、保健所等との連携を強化し、地域ニーズを踏まえた人材の育成を図る。

　本県の保健・医療・
福祉を支える優秀な人
材の県内定着に貢献す
るため、学内でキャリ
ア支援体制を構築し、
県、市町村、医療機関
等とも連携した県内就
職の促進や県内・県外
出身学生の県内就職に
向けた取組を積極的に
展開し、大学とて、入
学者の県内出身者率と
同程度の卒業生の県内
定着率を目指す。

ア　 卒業生の活用
　県内で就業している卒業生
から、就職活動の体験談や就
職後の状況、後輩へのメッ
セージ等を収集・活用し、県
内就職先の魅力を伝える機会
を設け、県内就職率の向上を
図る。

①　在学中の取組
　県内で就業している卒
業生から学生に向けて県
内就職先の魅力を伝える
機会を設けたり、県内で
活躍する卒業生を紹介す
る冊子を作成し県内就職
の魅力を学生に伝えた
り、県外就職の卒業生の
希望者に向けて県内事業
所の中途採用情報等を提
供する等、県内就職の促
進に向けた様々な取り組
みを行っていることか
ら、中期目標を十分に達
成する見込みである。

14AA
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

・花笠サークル「花の会」に寄せられる地域
施設等の夏祭りでの演舞依頼について日程調
整を行い、また、ボランティアサークル「清
い翼」が上柳祭で実施する献血活動に関して
施設使用の支援を行うことで、地域への愛着
醸成を図った。
・花笠サークル「花の会」は、社会貢献活動
や地域活性化に寄与する取り組みが認めら
れ、令和５年12月に山形県「2023輝く県民活
躍大賞」を受賞した。

・令和５年度に、開学後の全卒業生・修了生
約２千名を対象とした実態調査を初めて実施
し、県外就職の卒業生の希望者に向けて、県
内事業所の中途採用情報等を提供することに
より、U・Iターン促進のための一定の仕組み
を構築した。【連番８②イの再掲】

・学生および卒業生に対して、大学院等の学
び直しの機会の周知活動を行うとともに、
ホームカミングデーを通して得た卒業生の
キャリア支援・リカレント支援のニーズ・課
題を医療従事者講習会のテーマにつなげるな
ど、県内でのキャリアアップを支援する機会
を提供した。

　本県の保健・医療・
福祉を支える優秀な人
材の県内定着に貢献す
るため、学内でキャリ
ア支援体制を構築し、
県、市町村、医療機関
等とも連携した県内就
職の促進や県内・県外
出身学生の県内就職に
向けた取組を積極的に
展開し、大学とて、入
学者の県内出身者率と
同程度の卒業生の県内
定着率を目指す。

イ　県内就職後の支援
　リカレント教育プログラム
や研究相談支援など、県内で
のキャリアアップを支援する
機会を提供する。

ア　Ｕ・Iターンの促進
　卒業生の就業状況の把握に
努めるとともに、県と連携
し、県外就職した卒業生に対
し、県内の情報を積極的に提
供し、Ｕ・Iターンの促進を
図る。

②卒業後の取組

イ　地域社会への参画
　学生のサークル活動やボラ
ンティア活動等の地域活性化
などに向けた自主的な取組を
奨励する。

　県内で就業している卒
業生から学生に向けて県
内就職先の魅力を伝える
機会を設けたり、県内で
活躍する卒業生を紹介す
る冊子を作成し県内就職
の魅力を学生に伝えた
り、県外就職の卒業生の
希望者に向けて県内事業
所の中途採用情報等を提
供する等、県内就職の促
進に向けた様々な取り組
みを行っていることか
ら、中期目標を十分に達
成する見込みである。

14AA

（数値目標）
入学時の県内出身者率

と同程度の県内定着率を
目指す。

(県内定着率 ： 数値目標)令和３～６年度卒業生

R3 R4 R5 R6 R3 R4 R5 R6 R3 R4 R5 R6

就 職　 　58(33) 58(31) 55(24) 62(33) 　19(10) 17(9) 21(15) 19(10) 　21(12) 15(9) 19(9) 20(7) 　98(55) 56.1% 90(49) 54.4% 95(48) 50.5% 101(50) 49.5%

進 学　 　5(4) 3(2) 5(３) 3(0) 　-　(-) 1(1) 0(0) 1(1) 　-(-) 1(1) 0(0) 2(2) 　5(4) 80.0% 5(4) 80.0% 5(3) 60.0% 6(3) 50.0%

その他 　1(1) 1(1) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 　1(0) 1(1) 0(0) 0(0) 　2(1) 50.0% 2(2) 100.0% 0(0) 100.0% 0(0) 100.0%

計　　 　64(38) 62(34) 60(27) 65(33) 　19(10) 18(10) 21(15) 20(11) 　22(12) 17(11) 19(9) 22(9) 　105(60) 57.1% 97(55) 56.7% 100(51) 51.0% 107(53) 49.5%

　※ 卒業生中本県出身者 　105(75) 71.4% 97(71) 73.2% 100(67) 67.0% 107(70) 65.4%

　看 護 　理 学

R6

　合 計
　　　　　

　作 業

R3 R4 R5
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

（２）　教育研究成果の地域等への還元

・県施策テーマによる共同研究や、県関係機
関との共同研究を行った。また、コロナ禍に
おいては、教員が新型コロナワクチン接種の
大規模接種や職域接種に携わったほか、保健
所業務の応援に従事し、県民の健康保持に寄
与した。
・県医療審議会等の顧問として教員が就任
し、自治体等の行政施策策定に関わった。

・県や医療機関と保健・医療・福祉関係機関
の抱える課題を踏まえたテーマを設定した共
同研究を行った。

・紀要「山形保健医療研究」や業績集を発行
し公表するとともに、研究成果の公表・情報
発信を行う新たなプラットフォームとして、
英文研究ジャーナルの発刊に向けた検討・準
備を行い、ホームページを整備した。【連番
12②の再掲】
・教員研究セミナーを通して教員同士の研究
意欲の向上を図るとともに、海外の大学での
在外研究や、国際学会での発表をした教員に
対し、援助を行い、学内での発表・討論の機
会を設けた。
・教員の論文掲載に要する経費への支援制度
を新設した。
・医療従事者講習会や公開講座、講演会など
を積極的に開催し、研究成果の地域還元を図
る取り組みを一貫して行った。コロナ禍には
Zoomを使用して講習会を開催したが、令和6
年度の医療従事者講習会では、学科ごとに対
面、あるいはハイブリットを選択し、参加者
の希望に沿う開催方法を採用した。

　医療技術者を対象とした研
修会や一般県民を対象とした
公開講座の開催、ウェブサイ
トへの掲載等により、本学の
研究成果を地域に広く還元す
る。また、民間との共同研究
や課題解決等への協力を推進
し、地域に貢献する研究活動
に取り組む。

　保健・医療・福祉機関と連
携し、個別課題の解決や共同
研究などに取り組む。

　行政機関との連携を積極的
に推進し、大学の専門性を活
かした保健・医療・福祉に関
する地域課題の解決や教員の
知見を活かした行政施策への
協力を行う。
　このためのニーズとシーズ
のマッチングに向けたコー
ディネート機能の強化に取り
組む。

①　行政機関との連携

③　研究成果の還元

②　関係機関との連携

　地域課題を的確に把
握して調査・研究・提
言や共同研究（シンク
タンク的機能）等を推
進し、その研究成果等
を行政や地域、産業界
等へ還元する。

15S　教員が県との共同研究
や、コロナ禍におけるワ
クチン接種や保健所業務
への協力を行う等、行政
機関との連携や行政施策
への協力を行ったこと、
公開講座等で本学の研究
成果を地域に広く還元し
たことから、中期目標を
上回って達成する見込み
である。

S
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

（３）　医療関係者へのリカレント教育の充実・強化

・令和３～６年度は、看護実践研究センター
の活動を通した地元ナース事業について、今
までの実績と今日的ニーズや山形県看護協会
との調整を踏まえた計画（日程、オンライン
活用、内容）を立案し、実施した。
・令和6年度には、開始から10年目を迎えた
地元ナース事業について、見直しを図り、地
元ナース事業全体を再編拡充し、大学院博士
前期課程の履修証明プログラムである「地元
ナース特論」を設けた（令和7年度開始）。
・この再編拡充を周知し、参加者増に資する
ため、小規模病院等、看護協会、県担当課等
と連携してウェブサイトやリーフレットを刷
新した。
・この再編拡充に伴い、リカレント教育対象
者等の本学への関心を高める一環として、地
元ナース事業10年間を振り返る成果物を制作
した。
・母子保健コーディネーター研修会やSOSの
出し方教育モデル事業、職域におけるゲート
キーパー養成研修といった、看護職者にとど
まらない県民に保健行動や健康増進に資する
知見や視点を届けることができている。母子
保健コーディネーターでは述べ100人以上の
関係者に、SOSの出し方教育では2000人以上
の児童生徒とその担当教員に、職域のゲート
キーパー研修では200人以上の管理職者や総
務関係者に、母子保健、メンタルヘルスなど
の知見を伝えている。SOSの出し方教育では
地元放送局による報道が４回、地元紙による
新聞報道が5回、全国放送局による放送が1回
行われた。

S 　地元ナース事業につい
て、厚労省及び文部科学
省の新たな方針に則って
見直しを図り、令和7年
度から大学院博士前期課
程の履修証明プログラム
「地元ナース特論」とし
て出発し、本学の特徴を
生かしたリカレント教育
の充実・強化が図られ
た。
　また、母子保健コー
ディネーター育成事業
や、中期目標期間の当初
予定にはなかったSOSの
出し方教育モデル事業の
受託による社会的認知度
の向上や事業における一
定の成果があると推察で
きるため、中期目標を上
回って達成する見込みで
ある。

S 16　県や県内医療機関等と連携
し、地域の医療関係者を対象
に、学び直しや最新の知見につ
いての学習、課題研究やスキル
アップの機会の提供等、シミュ
レータ等の本学の最新設備を利
用するなどしてリカレント教育
を充実・強化し、県内医療従事
者の底上げ及び本学の教育活動
の拡大に資する。

　医療関係者のキャリ
アアップに資する研修
プログラムの提供な
ど、リカレント教育の
充実・強化を図る。
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自
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評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

（４）　県民への学びの機会の提供

・コロナ禍においても、開催方式をオンライ
ン形式やハイブリッド形式とするなどし、公
開講座を継続して実施し、参加者のアンケー
ト結果からは高評価が確認された。また、公
開講座開催後は、アンケート結果等をもとに
委員会で振り返りと評価を行い、常に改善を
図った。さらに、令和6年度は、過去25年間
の公開講座開催状況を分析して課題を明らか
にし、県民ニーズを踏まえた今後の発展的開
催に向けて検討を行った。

・本学教員を学会長とした学会や、市民公開
講座を開催し、県民の学びの機会につなげ
た。

17A　公開講座や学会の開催
により、県民への学びの
機会を提供してきてお
り、中期目標を十分に達
成する見込みである。

A　一般県民向けの公開
講座の実施など、ニー
ズに合わせた多様な学
びの機会の充実を図
る。

　保健・医療・福祉分野にお
ける地域課題や県民の関心が
高いテーマによる公開講座を
開催し、県民が生涯を通じて
学べる多様な機会を創出す
る。

②　学会等の開催

①　多様な学びの機会の創出

全国規模あるいは地域内の学
会や講演会などの積極的な開
催等により、県民の学びの機
会につなげる。
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

（５）　他大学との連携

・「やまがた社会共創プラットフォーム」が
主催となった「やまがた進学大交流フェス
タ」に参加し、高校生・保護者に本学の魅力
を伝えた。
・山形大学と連携し、本学の授業へのオンデ
マンド教材の導入を実現した。
・看護学科では、コロナ禍により海外の教員
招聘を中断していたが、令和５年に台湾国立
成功大学名誉教授趙可式氏を招聘し訪問看護
職者を対象にオンライン医療従事者講習会を
開催し、自然死法や在宅での看取りについて
の理解を深めた。
・作業療法学科では、令和３～４年度はオン
ラインでコロラド州立大学教員・学生との交
流を行った。令和５年度からは対面での交流
を再開し、コロラド州立大学の訪問やコロラ
ド州立大学の教員を招聘した講義を行った。
また、令和４年にはフルブライト奨学金事業
でコロラド州立大学のEakman准教授が来校し
て研究を行った。
・令和６年度には本学に山形県立米沢栄養大
学生と教員が来学し、コロナ禍により一端途
絶えた交流の機会を再開した。また、公開講
座の一部を米沢栄養大学と共同開催するなど
連携を図ってきた。

A 　大学コンソーシアムや
まがたへの積極的な参画
や山形大学と連携しオン
デマンド教材の導入を実
現したこと、米沢栄養大
学やコロラド州立大学・
コロラド大学等の海外の
大学と連携し、講演会の
開催や学生・教員間の交
流を図ってきたことか
ら、中期目標を十分に達
成する見込みである。

A 18　「大学コンソーシアムやまが
た」等を活用した情報交換や共
同の取組により、県内定着、単
位互換制度、共通する課題への
対応など、県立米沢栄養大学を
はじめ、県内外の大学との連携
を推進する。

　大学の有する知的資
源のより効果的な活用
及び情報発信を図るた
め、大学コンソーシア
ムやまがたへの積極的
な参画など、他大学と
の連携を推進する。
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番

第３期中期目標 第３期中期計画

（６）　高等学校との連携

・県健康福祉部と連携し、高校生の看護体験
セミナーを開催し、高校生に、保健医療職の
魅力や本学の特長を伝えた。
・県教育局が主催する「地元大学進学促進セ
ミナー」に参加した高校１・２年生に対し、
本学や保健医療職のＰＲを行った。
・高等学校と連携し、本学の授業の見学・体
験を希望する高校生を受け入れ、大学での学
びや分野に対する理解が深められた。
・令和３年度は、コロナ感染に留意しながら
２年ぶりに対面型で「看護師体験セミナー」
を開催し県内の高校１・２年生が参加し、令
和４年度以降は「看護体験セミナー」として
引き続き対面で開催した。
・セミナー対象者の拡大や、看護職に対する
ジェンダーギャップ改善を図るなど開催方法
を工夫し、セミナーを通して看護や看護職へ
の関心の意識付けの促進を行った。

・中学校の授業の一環として、大学見学の依
頼があるものは、可能な限り受け入れ、当該
中学校の訪問意図を踏まえながら、中学生に
対し、医療専門職の魅力や本学の学修概要を
伝えた。
・本学ウェブサイトに中学生向けのコンテン
ツを作成した。
・中学生に医療専門職を将来の職業候補の一
つに意識づけるため、受け入れ体制や時期を
検討しながら、令和７、８年度も同様に取り
組む予定。なお、小学生にとって医療専門職
に関する説明は、難解な部分が多いため、主
に中学生を対象とした取り組みとする。【連
番９①ウの再掲】

　将来的な人材の確保に向
け、体験の機会の提供や県内
大学の横断的連携組織を活用
した積極的な情報発信など、
小中学生に医療専門職の魅力
を伝える取組を県と連携し推
進する。【連番９①ウの再
掲】

　県や高等学校と連携し、次
代を担う世代に対し医療専門
職の魅力を伝え、保健・医
療・福祉分野選択への意識付
けを図る。

　高校生等の学習意欲
の喚起や進路選択、県
内進学に資するため、
県内高等学校等との連
携を推進する。

19A　本学への進学者が多い
県内高等学校を訪問し、
高校生の保健医療に対す
る考え方の変遷や本学へ
の進学意欲の動向などを
聞き取りのうえ、連携し
ながら本学の様々な取組
に反映していること、看
護師体験セミナーを開催
し、高校生へ医療専門職
の魅力を伝えたことか
ら、中期目標を十分に達
成する見込みである。

A

②　小中学生に対する取組

①　高校生に対する取組
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連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

（７）　大規模災害等発生時の協力

・危機管理対応マニュアルを随時更新すると
ともに、学内の学生・教職員を対象とした防
災訓練や安否確認システムの模擬訓練を実施
し、大規模災害の発生に備えた。

A 　大規模災害等が発生し
た場合に協力・支援体制
を取れるように、危機管
理マニュアルの随時更
新、防災訓練や安否確認
システムの模擬訓練を実
施し、大規模災害の発生
に備え、自助・共助意識
の醸成に努めており、中
期目標を十分に達成する
見込みである。

A 20

４　国際交流に関する目標

・語学科目にネイティブの非常勤講師を配置
し、言語と合わせて文化や歴史を教授した
他、海外の大学との国際交流協定に基づく相
互交流を通して、学生の国際感覚の涵養に努
めた。
・本学と国際交流協定を締結している、コロ
ラド大学・コロラド州立大学・台北護理健康
大学との国際交流を実施し、オンライン研修
や現地研修、お互いの大学を訪問して教員・
学生間の交流等を行い、学生が国際感覚を身
に付ける機会を設けた。

　地域で大規模な災害や感染症
などが発生した場合は、県、地
元自治体及び関係機関との連携
のもと、本学の人的資源を活用
し、支援活動に協力する。

　国際的な研究動向等へ
の迅速な対応や国際的視
野を持ち活躍できる人材
の育成などのため、国外
の教育機関等との連携・
交流を促進する。

21S　本学と国際交流協定を
締結しているコロラド大
学及びコロラド州立大学
との交流を行うととも
に、新たに３校（台湾の
国立台北護理健康大学、
中国の上海健康医学院、
チェコ共和国の国立マサ
リク大学医学部）との国
際交流協定を締結した。
今後、さらなる国際交流
先の確保を図っており、
中期目標を上回って達成
する見込みである。

S（１）　国際感覚の涵養

　学生が、国外の大学教員や
学生との交流を通し、専門分
野の知識はもとより、国際的
な視野や視点に基づく考え
方、多様性等について学び、
国際感覚を身に付けることが
できるよう、国際交流事業を
継続して実施するとともに、
地域の国際交流活動へ参加す
る機会を設ける。

　大規模災害等が発生
した場合、県や関係機
関と連携し、大学の人
的資源等を生かした協
力・支援を積極的に推
進する。
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

・コロラド州立大学より研究者を招聘し共同
研究を実施するとともに、コロラド州立大学
から教員・学生を招いて講義をはじめとして
様々な交流を行った。また、本学からコロラ
ド大学へ教員、学生を派遣し、現地研修を行
うとともに、コロラド大学とのオンラインで
の研究交流サミットを実施した。

・令和４年度にはチェコ共和国の国立マサリ
ク大学医学部、令和５年度には台湾の国立台
北護理健康大学、令和６年度には中国の上海
健康医学院との国際交流協定を新たに締結
し、新たな国際交流先を確保した。

　国際的な研究動向等へ
の迅速な対応や国際的視
野を持ち活躍できる人材
の育成などのため、国外
の教育機関等との連携・
交流を促進する。

21S　本学と国際交流協定を
締結しているコロラド大
学及びコロラド州立大学
との交流を行うととも
に、新たに３校（台湾の
国立台北護理健康大学、
中国の上海健康医学院、
チェコ共和国の国立マサ
リク大学医学部）との国
際交流協定を締結した。
今後、さらなる国際交流
先の確保を図っており、
中期目標を上回って達成
する見込みである。

S

（３）　新たな国際交流の推進

（２）　海外との交流促進

　教育・研究活動等を通した
国内外とのネットワーク構築
や自治体間の国際交流事業の
活用により、新たな国際交流
先の確保に取り組む。

　教員や学生の留学、国際学
会への出席や外国の研究者と
の交流等を支援し、海外との
教育研究交流に積極的に取り
組み、研究水準の向上を図
る。また、外国人留学生の受
入れ可能性について検討を行
う。
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第３　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置

業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

1　運営体制の改善に関する目標を達成するための措置

　法人の理事、経営審議会委員
及び教育研究審議会委員に学外
の有識者を登用し、大学運営に
係る幅広い視点からの意見を取
り入れることで、大学運営の透
明性と質の向上を図る。

・理事２名、経営審議会委員４名、教育
研究審議会委員３名（うち女性２名）の
延べ９名の外部有識者等を登用し、大学
運営に係る幅広い視点からの意見を取り
入れ、審議会議事録をウェブサイトで公
開し、大学運営の透明化及び質の向上を
図っている。

　学内委員会については、大学
を取り巻く状況の変化や教育研
究上の諸課題を踏まえ、適宜所
掌事務の見直しや組織の改編を
行う。

　・学内委員会については、大学を取り
巻く状況の変化や教育研究上の諸課題を
踏まえ、適宜所掌事務の見直しや組織の
改編を行っている。また、教学マネジメ
ントを支える基盤構築に向け、令和６年
度は令和７年度の稼働を見据えIR準備室
を立ち上げた。

２　教育研究組織の改善に関する目標を達成するための措置

　教育研究の進歩や
地域ニーズ、社会の
変化等に的確に対応
した優れた教育研究
を実施するため、県
内の医療人材の需給
の動向等を踏まえた
学部・研究科の在り
方を含め、教育研究
組織の継続的な点
検、見直しを進め
る。

・教育研究の高度化や社会環境の変化、
将来展望を踏まえた地域や関係機関の
ニーズなど、時勢に対応した教育研究組
織となるよう、改善すべき諸課題につい
ては、速やかに改善するために臨時の所
管委員会、教授会並びに研究科委員会を
招集し、迅速かつ適切に対応した。

A 　学内各委員会、教授
会・研究科委員会、審議
会における議論を重ね、
入学者選抜方針やカリ
キュラム改革など時勢に
適した教育改革に努めて
おり、中期目標を十分に
達成する見込みである。

A 23

第３期中期計画

　理事長のリーダー
シップのもと、法人
の機動的、効率的な
運営体制を強化する
とともに、学外の有
識者及び専門家を積
極的に任用し幅広い
意見を求め、開かれ
た大学運営を図る。

（１）　外部人材の登用

　機動的、効率的な法人・大学運営のため、理事長(兼)学長がリーダーシップを
より発揮できるよう、各理事及び管理職がその担当分野において、理事長・学長
を補佐する執行体制を強化する。また、不断の情報収集等により、学生や社会の
変化、ニーズを的確に把握し、将来を見据えた持続可能かつ戦略的な運営に取り
組む。

　教育研究の高度化や社会環境の変
化、将来展望を踏まえた地域や関係
機関のニーズなど、時勢に対応した
教育研究組織となるよう、学部・研
究科等の在り方を含め、県と連携し
不断の見直しを行う。

（２）　学内委員会の見直し

第３期中期目標

22A　理事及び審議会への学
外の有識者等の登用、審
議会議事録の公開により
開かれた大学運営を行っ
ている。
　また、学内委員会につ
いて、大学を取り巻く状
況の変化や教育研究上の
諸課題を踏まえ、組織や
所掌事務をの見直を行っ
ており、中期目標を十分
に達成する見込みであ
る。

A
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期計画第３期中期目標

３　人事の適正化に関する目標を達成するための措置

・毎年度の業績評価制度等を通して、理
事長と各教員の面談を行い適時適切に評
価結果を伝えることで、教員個々の能
力・資質向上に努め、優れた教員の継続
的な確保につながった。
・教員業績評価最優秀者賞やＧＰ貢献
者・若手教員奨励制度による表彰を継続
的に行うことで、教員のモチベーション
の向上を図るとともに、本学の教育研究
の一層の向上と活性化につながった。

（２）　人材の活用

・毎年度の業績評価制度等を通して、理
事長と各教員の面談を行い適時適切に評
価結果を伝えることで、教員個々の能
力・資質向上に努め、優れた教員の継続
的な確保につながった。
・教員業績評価最優秀者賞やＧＰ貢献
者・若手教員奨励制度による表彰を継続
的に行うことで、教員のモチベーション
の向上を図るとともに、本学の教育研究
の一層の向上と活性化につながった。
【連番24①の再掲】

　教育研究の活性化
と質の向上のため、
優れた教員を継続的
に確保するととも
に、適正な評価を実
施し、教員の意欲及
び資質の向上を図
る。また、大学の業
務に精通した職員の
育成を進める。

24A　公正で透明性の高い制
度運用により教員の採用
を行っていること、教員
の業績評価の実施や業績
評価に基づく表彰を通じ
教員の意欲及び資質の向
上が図られていること、
事務職員については設立
団体派遣職員から法人採
用職員への切替を計画的
に実施していることか
ら、中期目標を十分に達
成する見込みである。

A

①　優れた教員の確保
　本学の特色を活かし、優れた教
員の継続的な確保に努めるととも
に、業績評価制度等を通して教員
の能力・資質向上を図る。

①　人事の活性化
　適切な教育体制を確保・維持す
るため、必要に応じて、適正な評
価基準に基づく学内昇任や人事異
動による士気向上や組織の活性化
を図る。

（１）　人材の確保
　教育研究の質の向上及び大学業務運営の改善に向け、優れた教員の継続的な確
保・育成に努める。
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期計画第３期中期目標

・年３回のＦＤ・ＳＤ研修会を実施し、
教員の教育・研究能力の充実及び保証に
努めた。

・設立団体派遣職員から法人採用職員へ
の切替えを計画的に進め、法人採用職員
について、令和４年度に１名採用すると
ともに、令和６年度は令和７年度での２
名採用に向け手続きを進めた。また、毎
年定期的にFD・SD研修等を活用し、 事務
局職員の能力・資質向上に努めた。

４　事務等の効率化、合理化に関する目標を達成するための措置

　ワーク・ライフ・
バランスの確保に向
け、事務の効率的・
合理的な執行を推進
する。

・効率的な事務処理が行われるよう、日
ごろから業務の改善を意識し、継続的に
事務の整理統合などの見直しを進め、事
務の簡素化に努めた。
・教務事務システムの構築により学生や
教職員の利便性の向上や負担軽減が図ら
れた。また、勤怠管理システムの導入や
給与システムの改修等、業務のDX化に向
け必要な財源を確保した。
※DX（Digital Transformation）・・・
デジタルテクノロジーを使用して、ビジ
ネスプロセス・文化・顧客体験を新たに
創造（あるいは既存のそれを改良）し
て、変わり続けるビジネスや市場の要求
を満たすプロセス

A 　教務事務システムの構
築や、勤怠管理システム
の導入に向けた財源の確
保等、事務処理の効率
化・簡素化について不断
の取組を行っており、中
期目標を十分に達成する
見込みである。

A 25　効率的な事務処理が行われるよ
う、日常業務の改善を図るととも
に、継続的に事務の整理統合などの
見直しを進め、事務の簡素化を図
る。
　業務内容の多様化や業務量の変
動、事務の多様化等に柔軟に対応で
きるようマネジメントの強化により
ワーク・ライフ・バランスの視点を
踏まえた柔軟な業務執行体制の構築
などの対応を検討し、事務の簡素
化・合理化を図る。

②　教育・研究活動の活性化
　教員の教育・研究活動の一層の
活性化を図るため、ＦＤ及びＳＤ
（スタッフ・ディベロップメン
ト）を継続して実施し、教員の教
育・研究能力の充実及び保証に勤
める。
※ＳＤ（Staff Development）:事
務職員、教員を含むすべての大学
職員を対象に、必要な知識及び技
能を習得させ、能力や資質を向上
させるための取組

③　事務職員の能力・資質向上
　事務職員について、設立団体派
遣職員から法人採用職員への切替
えを段階的に進めるとともに、研
修の充実等により能力・資質の向
上を図る。

　教育研究の活性化
と質の向上のため、
優れた教員を継続的
に確保するととも
に、適正な評価を実
施し、教員の意欲及
び資質の向上を図
る。また、大学の業
務に精通した職員の
育成を進める。

24A　公正で透明性の高い制
度運用により教員の採用
を行っていること、教員
の業績評価の実施や業績
評価に基づく表彰を通じ
教員の意欲及び資質の向
上が図られていること、
事務職員については設立
団体派遣職員から法人採
用職員への切替を計画的
に実施していることか
ら、中期目標を十分に達
成する見込みである。

A
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第４　財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

１　自己収入の確保に関する目標を達成するための措置

　予算編成・執行に際しては、
大学を取り巻く環境の変化に応
じ、重点化枠を設けるなど弾力
的に対応する。

・必要となる財源の確保に努めながら、各
年度、本学を取り巻く環境や社会情勢の変
化に柔軟に対応した予算編成を行った。

　授業料や入学料収入等の安定
的な収入の確保を図るととも
に、新たな収入源の在り方につ
いて検討を行う。

・授業料の滞納が１件発生したものの、解
消し、新たな滞納は発生しなかった。

①　基金造成の検討
　施設整備、研究、地域貢献及
び学生支援等に充てることを目
的とした大学基金を新たに造成
し、これらに対して長期的に安
定した支援ができるよう、基金
造成の検討を行う。

・新たに本学の教育・研究、学生支援及び
大学運営等に関する事業を充実させること
を目的とした基金の規程を設け、新たに寄
付金を受け入れた。

②　基金の継続的な運営
　基金創設後は、産業界や卒業
生、個人からの積極的な寄附を
呼びかけるとともに、安定的な
運営を図る。

・基金創設後は機会を捉えて周知を行い、
企業の寄附の申し込みにも繋がる等、安定
的な基金運営に努めた。

第３期中期目標

（３）　大学基金造成の検討

（２）　自己収入の確保

（１）　弾力的な予算編成・執行

第３期中期計画

　大学の財政基盤安定のため自己収入の確実な確保を図るとともに、多様な収入
の確保について検討を進める。

A　継続的に授業料や入学
料等の安定的な収入の確
保を図るとともに、本学
の教育・研究、学生支援
等に充てることを目的と
した大学基金を新たに造
成しており、中期目標を
十分に達成する見込みで
ある。

A 26　教育の質の向上と
大学の円滑な運営を
図るため、授業料、
入学料、入学考査料
等の自己収入の確保
とその増加や多様な
収入の確保に向け取
り組む。
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

２　経費の効率化に関する目標を達成するための措置

・経費節減を全学的に推進するため、年間
を通じた業務スケジュール管理により、事
務局全体で業務の進捗管理を行い、効率的
な事務の執行に努めるとともに、学内会議
等で、法人の決算状況や予算動向を説明す
る中で、コスト意識の醸成を図るなど、職
員のコスト削減意識の徹底に努めた。

・学年暦に基づいた適切な施設管理を行
い、エネルギー消費量削減を推進し、事務
経費の削減に努めた。

　経費節減を全学的に推進するた
め、職員のコスト削減意識の徹底
を図る。

27A　大学の教育研究環境に
配慮しながら法人業務全
般における経費節減など
コスト意識をもった運営
に努めており、中期目標
を十分に達成する見込み
である。

A　大学の教育研究の
質の向上を図りつ
つ、法人の業務全般
について継続的な見
直しを行い、より効
率的な運営により経
費節減を進める。

（１）　コスト削減意識の徹底

（２）　事務経費の削減

　エネルギー消費量の削減など、
事務経費の削減に継続的に取り組
む。

（数値目標）
管理的経費について、効率的な

執行に取り組むことにより毎年
1.0％以上の節減を目指す。

事務経費等予算(運営費交付金 管理的経費要求額）

の減額割合　単位 : %

年　　度 R6 R5

予 算 額 － -1.00%

　　　※ 令和６～８年度は効率化係数の適用を停止
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

３　資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

（１）　計画的な施設等の維持管理

・日常的な施設・設備の見回り・点検によ
り不具合箇所などを的確に把握し、予算要
求において、緊急度、優先度、費用対効果
を明確に伝え、大規模修繕に係る予算を継
続的に確保し、計画的な施設・設備の維持
管理に努めた。

（２）　環境負荷及びコストの低減

・照明設備のLED化や老朽化した空調設備
の更新によって設備の省エネルギー性を向
上させることで、ＳＤＧｓを推進した。
・物品購入について環境に配慮した調達に
努めた。

（３）　手許資金の運用

・物価高騰等の社会情勢を鑑みて、資金運
用は見送ってきたこところであるが、「資
金管理方針」に基づく安全かつ効果的な運
用を行うため、運用方法を検討していく。

　法人の健全な運営
を確保するため、経
営的視点に立ち資産
の効果的、効率的な
管理及び活用並びに
資金の安全な運用を
図る。

　手許資金の運用に当たっては、
「資金管理方針」に基づき、安全
かつ効果的に行う。

　設備等の整備・更新にあたって
は、省エネルギー性の高い設備を
導入するなど、環境負荷及びコス
ト低減に配慮し、ＳＤＧｓを推進
する。

　健全な教育・研究環境を維持す
るため、施設・設備の維持管理を
計画的に行う。

28A　照明設備のLED化等、
設備の更新にあたり省エ
ネルギー性の高い設備を
導入したこと、社会情勢
を鑑みながら、手元資金
の運用について随時検討
してきたことから、中期
目標を十分に達成する見
込みである。

A
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第５　自己点検、評価及び情報提供に関する目標を達成するためにとるべき措置

業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

１　評価の充実に関する目標を達成するための措置

　法人運営や教育研究活動等全
般について適切な自己点検・自
己評価を行うため、点検・評価
項目や実施手法等について継続
的な見直し・改善を図る。

・地方独立法人法に基づく法人評価と教育
基本法に基づく自己点検・評価を適切に
行った。
・認証評価機関の意見や、今後の年度計画
及び業務実績に関する評価の廃止の動きも
踏まえ、法人評価と自己点検・評価とも
に、点検・評価項目や実施手法等について
見直しを行った。

　自己点検、評価及び外部評価
機関による外部評価の結果を踏
まえ、現状の課題や問題点を的
確に把握するとともに、その対
策を効果的に講じることによ
り、教育研究活動や大学全体の
内部質保証の更なる充実を図
る。
※内部質保証:自己点検・評価の
結果により、ＰＤＣＡサイクル
を適切に機能させ、大学の質を
維持し向上させる仕組み

・自己点検、評価及び認証評価機関による
外部評価結果を踏まえ、教育研究活動や法
人の業務運営について、現状の課題や問題
点の把握に努め、改善に取組み、大学の質
の維持・向上につながった。
具体例：アセスメント・ポリシーに基づく
教学IR室の設置
・成績に対する確認及び不服申立てに関す
る要項を作成するとともに、学生用の手引
きを作成

　評価結果については、遅滞な
く、また、幅広く公表する。

・自己点検・評価結果については、本学の
ウェブサイトにおいて公表した。
・大学機関別認証評価の結果については、
本学や公立大学協会に加え、認証評価機関
のウェブサイトで公表した。

29

（２）　内部質保証の充実

　法人、大学の諸活動に
ついて自己点検・評価を
行い、その結果を公表す
るとともに、外部評価で
明らかになった課題につ
いても改善に取組んでお
り、中期目標を十分に達
成する見込みである。

A

第３期中期目標 第３期中期計画

（１）　評価内容の見直し・改善　大学の教育研究の
質の向上を図るた
め、法人、大学の諸
活動について多面的
な自己点検・評価を
行い、その結果を積
極的に公表するとと
もに、教育研究活動
や法人の業務運営の
改善に継続して取り
組む。

（３）　評価結果の公表

A
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

２　情報発信の推進に関する目標を達成するための措置

　大学の特色や魅力を広く内外
に発信するため、大学ウェブサ
イトや入学案内冊子、ＳＮＳな
どの各種媒体を充実させるとと
もに積極的に活用し、広報の強
化を図る。

・ウェブサイトのリニューアルや、大学公
式Instagramアカウントの開設により、広
報体制の強化を図り、本学の教員や学生の
研究成果や学生活動、社会貢献活動、入試
情報等をタイムリーに発信した。
・ラジオ番組へ本学教員がレギュラー出演
し、専門分野に関連する健康講話や研究活
動の紹介を行うとともに、公開講座等地域
貢献活動についても発信した。

　オープンキャンパスや県と連
携したイベント等多様な機会を
通じて、入学希望者の確保に取
り組む。

・オープンキャンパスや県と連携したイベ
ント等多様な機会を通じて、入学希望者の
確保に取り組んだ。

３　情報公開の推進に関する目標

　大学運営の透明性を高めるた
め、大学の目標や計画、教育研
究活動、財務状況、外部評価結
果などの大学の運営に関する基
本的な諸事項について積極的か
つ迅速に公開する。

・大学の財務状況、目標・計画、審議会議
事録、評価結果など、大学運営に関する基
本的な事項を本学ウェブサイトを通じて積
極的に公開し、大学運営の透明性を高め
た。

　情報公開制度及び個人情報保
護制度に関し、関係法令及び学
内規程に基づき適切に管理す
る。

・情報公開制度及び個人情報保護制度に関
し、関係法令及び学内規程に基づき適正な
管理に努めた。

　18歳人口が急速に
減少する中、将来的
な学生の確保も見据
え、県内学生の確保
などにも配慮しなが
ら、大学のブランド
力強化のための魅力
の向上を図るととも
に、大学の認知度を
高めるための情報発
信を推進する。

（１）　積極的な情報公開　公的資金を基盤と
して運営される公立
大学法人として、運
営の透明性を高め、
社会に対する説明責
任を果たすため、教
育研究及び組織運営
の状況に関する情報
の公開を推進する。

31

30

（２）　適切な管理

（２）　多様な機会の活用

（１）　広報の強化 A　オープンキャンパスや
県と連携したイベント等
多様な機会を通じて、本
学の認知度を高めるため
の情報発信に取組むとと
もに、ウェブサイトや
SNS等、広報媒体を充実
させ、大学の特色や魅力
を広く内外に発信してお
り、中期目標を十分に達
成する見込みである。

A

A　財務状況をはじめとす
る法人運営に関する事項
や教育研究に関する情報
をウェブサイトで積極的
かつ迅速に公開するな
ど、情報公開の推進を
図っており、中期目標を
十分に達成する見込みで
ある。

A
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第６　その他業務運営に関する目標を達成するためにとるべき措置

業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員会からの意見等
連
番

　学内における事故、犯罪等
を未然に防止するとともに、
災害等の人的・物的被害を最
小限に抑えるため、施設・設
備を適時点検するとともに、
学生及び教職員に対する意識
啓発を行うなど危機管理体制
を充実強化する。

・毎年、年度当初オリエンテーションに
て、学生が関係することが想定される事
故、犯罪等の未然防止を図るため、交通や
消費行政などの関係機関から講師を招聘
し、講習会を実施した。
・学生の交通事故が連続発生したり、大学
近辺で不審者が見かけられた際に適時適切
に学生に対する注意喚起を行った。
・危機管理対応マニュアルを随時更新する
とともに、学内の学生・教職員を対象とし
た防災訓練や安否確認システムの模擬訓練
を実施し、大規模災害の発生に備えた。
【連番20の再掲】

第３期中期目標 第３期中期計画

　学内における事
故、犯罪、災害によ
る被害発生の未然防
止など、安全安心な
教育研究環境を維持
するため、安全管理
の取組を推進する。

32A　危機管理対応マニュア
ルの更新や防災訓練、安
否確認システムの模擬訓
練を通し、学生や教職員
に対する意識啓発や危機
管理体制の充実を図った
こと、感染症対策や心身
の健康管理等、職員の安
全確保・健康維持を支援
するための取組を行った
こと、情報セキュリティ
ポリシーの改定や学内情
報ネットワークの適切な
管理等により大学の情報
資産のセキュリティを確
保していることから、中
期目標を十分に達成する
見込みである。

A　関係法令に基づき、教職員の健康管理をはじめ安全衛生管理体制の充実を図る。

（１）　危機管理体制の充実強化

１ 安全管理に関する目標を達成するための措置
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員会からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

　感染症対策、心身の健康管
理等、学生及び職員の安全確
保・健康維持を支援するため
の取組を進める。

・四半期ごとに保健室の利用状況（利用者
数や利用内容）、学外カウンセラーの相談
実績を委員会で報告し、各学科と情報共有
を行った。
・随時、新型コロナウイルス感染症関連の
情報を事務局で取りまとめ、学科と情報共
有することで、学内における予防意識の共
有に努めた。
・新型感染症の流行期においては、学内に
設置した特別委員会で、学生が守るべき事
項を検討し、状況に応じ数次にわたって改
正のうえ、周知徹底を図った。
・季節ごとに保健室だよりを発行し、学生
に対して時期に応じた健康管理の注意点な
どを周知した。
・全職員を対象とした定期健康診断、スト
レスチェック等を実施している。
・衛生委員会が主体となり、年次有給休暇
及び夏季休暇等の取得推進や、インフルエ
ンザ等の予防喚起及びワクチン接種を実施
している。
・衛生委員会の開催頻度、開催方法を見直
し、令和６年度以降は原則毎月、対面によ
る開催としている。

　大学の情報資産のセキュリ
ティの確保について、引き続
き必要な措置を講じるととも
に、適宜見直しを行うなど適
切な対応を行う。

・学生に対しセキュリティ対策に関する注
意喚起を行うとともに、最新のセキュリ
ティ情報や技術に関する情報収集、学内情
報ネットワークの適切な維持管理を行い、
令和３年度の教員のアカウント乗っ取り事
例以降は安全を確保している。

　学内における事
故、犯罪、災害によ
る被害発生の未然防
止など、安全安心な
教育研究環境を維持
するため、安全管理
の取組を推進する。

32A　危機管理対応マニュア
ルの更新や防災訓練、安
否確認システムの模擬訓
練を通し、学生や教職員
に対する意識啓発や危機
管理体制の充実を図った
こと、感染症対策や心身
の健康管理等、職員の安
全確保・健康維持を支援
するための取組を行った
こと、情報セキュリティ
ポリシーの改定や学内情
報ネットワークの適切な
管理等により大学の情報
資産のセキュリティを確
保していることから、中
期目標を十分に達成する
見込みである。

A

（２）　学生及び職員の安全確保・健康維持

（３）　情報資産のセキュリティ確保
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員会からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

　学生及び教職員の
人権意識の向上を図
るとともに、人権侵
害や各種ハラスメン
トを防止するための
取組を推進する。

・年度当初オリエンテーションにおいて、
新入生に対し相談窓口の紹介とともにハラ
スメントに関する意識づけを行った。
・ハラスメント防止のためのパンフレット
を作成し、学生、教職員及び保護者に配付
した。
・アカデミック・ハラスメント防止啓発動
画を活用し、教職員を対象とした研修を
行った。
・学内にハラスメント相談室を設置し、ハ
ラスメント事案が発生した場合の迅速かつ
組織的な対応ができる体制を整備した。
・学生からの相談に応じ、ハラスメント相
談室長を中心にハラスメントの予防に努め
た。

A 　パンフレットの配布や
研修会等を通じハラスメ
ント対策の体制を整備
し、学生および教職員の
人権意識の向上を図った
ことから、中期目標を十
分に達成する見込みであ
る。

A 33

・研修会や年度オリエンテーションにおい
て、教職員や学生に密接にかかわるハラス
メントや交通関係のコンプライアンスの徹
底のほか、各委員会と連携しながら関係法
令の順守について啓発を行った。

・研究倫理審査委員会を定期的に開催し、
研究倫理の保持および遵守の徹底を図っ
た。
・学内の研究倫理保持のため、関連する制
度および規程の見直しを行い、必要な改善
策を講じ、研究者が遵守すべき基準を明確
化した。
・研究倫理教育について、日本学術振興会
作成のe-ラーニング、研究倫理研修会及び
同研修会動画を用いて実施し、組織として
不正防止対策を推進した。

（１）　コンプライアンスの徹底

　学生及び教職員に対し、人権及び
ハラスメントについての研修等によ
る啓発を行い、人権意識の向上とハ
ラスメントの防止を図る。また、相
談体制の充実等により、被害を最小
限に抑えられるよう取組を進める。

３　法令遵守に関する目標を達成するための措置

２　人権に関する目標を達成するための措置

　適正な業務運営の
ため、法令遵守を徹
底する取組を推進す
る。

　全ての教職員及び学生に対し、
機会を捉え関係法令等の遵守につ
いて研修を行い、意識の啓発を図
る。

　教職員を対象とした説明会の開
催やマニュアルの整備等により、
研究費の使用に係る不正防止対策
を強化する。

（２）　不正防止対策の強化

34A　全ての教職員及び学生
に対し、機会を捉え関係
法令等の遵守について研
修を行っていること、各
年度に外部監査員による
監査や内部監査等を適切
に実施し、その結果を業
務改善に反映しているこ
とから、中期目標を十分
に達成する見込みであ
る。

A
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価

委員会からの意見等
連
番

第３期中期目標 第３期中期計画

・各年度、外部監査員による監査や内部監
査等を適切に実施し、その結果を教職員へ
共有することで業務改善を継続してきた。

　教育研究活動及び
大学運営を通して、
ＳＤＧｓ実現に向け
た取組を推進する。

・大学構内にSDGsのポスター・チラシを掲
示するなどして、学生のSDGsに対する理解
及び行動を促した。
・ＦＤ・ＳＤ研修会において、SDGsをテー
マとした講演会を行うとともに、他大学の
SDGsの取組について情報収集し学内で共有
した。

A 　SDGsをテーマとした講
演会を行うとともに、他
大学のSDGsの取組につい
て情報収集し学内で共有
するなど、SDGs実現に向
けた取組を行っており、
中期目標を十分に達成す
る見込みである。

A 35　ＳＤＧｓ実現へ向け、実施計画を
策定するとともに、教育・研究活動
及び大学運営におけるＳＤＧｓへの
取組を実践する。

４　ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）実現に向けた取組に関する目標を達成するための措置

　適正な業務運営の
ため、法令遵守を徹
底する取組を推進す
る。

（３）　監査の活用

　監事による監査のほか、内部監
査を定期的及び随時に実施し、そ
れらの結果を業務改善に反映させ
る。

34A　全ての教職員及び学生
に対し、機会を捉え関係
法令等の遵守について研
修を行っていること、各
年度に外部監査員による
監査や内部監査等を適切
に実施し、その結果を業
務改善に反映しているこ
とから、中期目標を十分
に達成する見込みであ
る。

A
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